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１－１ 計画の目的 

（１）地域公共交通計画とは 

地域公共交通計画は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）」

（以下「地域交通法」という。）に基づく計画であり、「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの

姿」を明らかにし、「まちづくりの取組との連携・整合」などを確保する「地域公共交通のマスタープラン」

としての役割を果たすものです。 

地域公共交通計画に基づき、地域公共交通に関する取組を計画的に進めることで、限られた資源を

有効に活用し、持続可能な地域公共交通の提供の確保を図ります。 

 

（２）計画策定の背景 

地域公共交通は、県民の通勤・通学・通院・買物など日常生活の足としてのほか、観光・ビジネス・交

流人口の拡大に重要な役割を果たしています。 

一方、本県では、人口減少の進行や広域道路網の整備促進、自家用自動車の普及に加え、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大による行動変容など、地域公共交通を取り巻く環境が大きく変化して

おり、利用者が減少しています。 

これは全国的に見ても同様であり、利用者の減少による交通事業者の収支悪化を招いており、関係

自治体における地域公共交通を維持するための公的支援額が増加傾向にあります。また、地域公共交

通を担う乗務員不足も深刻化しており、バス路線の廃止や減便等サービス水準・利便性の低下につな

がっているなど、地域公共交通はかつてないほど厳しい状況に置かれています。 

このような状況を受け、令和２年（２０２０年）１１月に地域交通法が改正され、地域にとって望ましい

地域旅客運送サービスの姿を明らかにする「地域公共交通計画」の策定が努力義務化されました。 

さらには、令和５年（２０２３年）１０月に地域交通法が再び改正され、地域の関係者の連携・協働

（共創）を通じ、利便性・持続可能性・生産性の高い地域公共交通ネットワークへの「リ・デザイン（再

構築）」を進めるための枠組みが創設・拡充されました。 

本県の人口は減少の一途を辿っており、今後も減少することが見込まれているものの、人口に占める

高齢者の割合は増え続けていることや、県立高校統合による学生の通学範囲の拡大が見込まれること

などから、日常生活等の移動手段として、また、持続可能な地域社会を創り上げていくためにも、地域

公共交通の役割は一層重要になることが予想されるため、引き続き適切に確保・維持していくことが必

要です。 

そのため、本県では、地域交通法の趣旨に鑑み、令和５年（２０２３年）３月に「福島県地域公共交通

活性化協議会」を設置し、地域公共交通の確保・維持について議論を重ねてきました。 

 

（３）計画の目的 

以上の背景を踏まえて、本県の地域公共交通の状況を適切に把握し、地域公共交通を確保・維持

するための基本的な方針や目標、取組の方向性等を示す「福島県地域公共交通計画（以下「本計画」

という。）」を策定するものです。 

なお、本計画は、取組の状況等を定期的にチェックし、目標達成に向けて継続的な改善を重ねるもの

とします。 
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（４）計画の役割 

本計画は、以下の６つの役割を担うものです。 

 

①本県の“広域的”な地域公共交通のマスタープランとして、地域にとって望ましい地域旅客運送サービ

スの姿（基本的な方針と目標）を明らかにする 

②目標達成に向けて計画期間内に実施すべき施策・事業を示す 

③地域特性に応じた多様な交通サービスによるネットワーク構築を目指す 

④本県のまちづくりの取組との連携・整合を確保する 

⑤地域・企業・学校等の多様な関係者との連携を促進する 

⑥具体的な数値目標とＰＤＣＡサイクルにより、計画の達成に向けた継続的な改善を推進する 
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１－２ 計画の区域 

計画の対象区域は、福島県の全域を対象とします。 

※また、県民生活や各地域を運行する地域公共交通の特性等に応じて、適切に地域公共交通に関する取組

等を進めるため、県内を６つの圏域に分類して、それぞれの圏域における課題や方向性を併せて整理します。  

 

 

 

  

会津圏域 

南会津圏域 

県北圏域 

県中圏域 

県南圏域 

相双・いわき圏域 
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１－３ 計画の対象 

本県は、全国第３位の広大な県土面積を有し、各生活圏に都市が分散する多極分散型の県土構造

となっている実情を踏まえ、計画では、県内の様々な地域公共交通や移動サービスの中でも、主に市町

村間をまたいで運行する広域的・幹線的な地域公共交通（以下「広域交通」という。）である鉄道・広

域路線バス・高速バスを対象とします。 

※市町村内で完結し域内の移動を支える地域公共交通（以下「域内交通」という。）である路線バス、市町村

営交通（コミュニティバス、乗合タクシー等）、一般タクシー、その他移動サービス（スクールバス、施設送迎バ

ス等）などについては、各市町村により異なる移動特性等を踏まえて、個別に適切な対応が求められるため、

市町村単位及び圏域単位の地域公共交通計画で位置付けます。 

 

また、地域公共交通ネットワーク上の拠点のうち、広域交通がつながる拠点（以下「広域交通拠点」

という。）として、空港・新幹線駅などのゲートウェイや、広域交通と域内交通が接続する駅・バス停にお

ける接続を重視します。 

 

分 類 交通モード 

広域交通 

（広域的・幹線的な地域公共交通） 

 鉄道（在来線・地域鉄道） 

 広域路線バス 

 高速バス 

広域交通拠点 
 空港・新幹線駅などのゲートウェイ 

 広域交通と域内交通が接続する駅・バス停 

※地域鉄道：新幹線、在来幹線、都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道路線をいいます。 
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１－４ 計画の位置付け 

（１）各種計画との関係性 

本計画は、本県の最上位計画である「福島県総合計画」（以下「総合計画」という。）を上位計画と

して位置付け、本県の将来の姿『「ひと」「暮らし」「しごと」が調和しながらシンカ（深化、進化、新化）

する豊かな社会』の実現に向けて、総合計画に定める基本的な考え方等に基づくものとします。 

また、県内の地域公共交通に関する計画として、避難地域・会津圏域・阿武隈急行線沿線の各地域

において策定されている地域公共交通計画（地域公共交通網形成計画）や只見線利活用計画、市町

村の地域公共交通計画等との連携・整合を図ります。 

さらに、都市計画や環境等の他分野における各種計画を関連計画として位置付け、他の分野におけ

る取組との連携を行いながら、相互に補完し合って、本県の将来の姿の実現に向けた取組を進めるも

のとします。 

本計画の推進により、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に掲げるゴールの達成に貢献することを目指

します。 

 

 

 

（２）市町村の地域公共交通計画との関係性 

本計画は、特に市町村間をまたいで運行する広域交通や拠点との接続に重点を置いて、方針や取

組の方向性などを示します。 

市町村が策定する地域公共交通計画においては、域内交通の方針や取組の方向性などを示すもの

となります。 

本計画が示す広域的な地域公共交通に対する考えなどを踏まえて、広域交通と域内交通の役割分

担や連携（接続など含む）の在り方について互いに整合・調整を図るものとします。  
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※県内の広域交通に関係する計画 
福島県避難地域広域公共交通計画 

項 目 内 容 

策定主体 福島県 

計画の区域 避難地域１２市町村及び周辺中核都市 

計画期間 令和５年度（２０２３年度）～令和９年度（２０２７年度） 

目指すべき将来像 

避難地域１２市町村において、全ての住民が安心して暮らすとともに、交流人

口等の新たな活力を呼び込むため、先進的で利便性が高く、充実した移動手

段が確保されている。 

生活拠点施設や福島イノベーション・コースト構想などにより構築された施設

を相互につなぎ、交流の拡大やにぎわいを創出し、地域の魅力や価値を高め

ていく、持続可能な広域公共交通ネットワークが形成されている。 

基本目標 

①避難地域１２市町村における広域路線バスの利便性向上 

②避難地域１２市町村における広域路線バスの利用促進 

③避難地域１２市町村における地域公共交通を維持・確保するための協議体

制の充実・強化 

 

会津圏域地域公共交通網形成計画 

項 目 内 容 

策定主体 福島県、会津若松市、喜多方市、会津坂下町、湯川村、柳津町、会津美里町 

計画の区域 会津若松市、喜多方市、会津坂下町、湯川村、柳津町、会津美里町の全域 

計画期間 令和２年度（２０２０年度）～令和７年度（２０２５年度） 

基本的な方針 
「会津圏域の生活と交流に欠かせない「広域」「域内」移動の確保」 

～地域の連携・協働による持続可能な公共交通ネットワークの構築～ 

基本目標 

①広域交通の確保・維持 

②広域交通を有機的に連携した域内交通の最適化 

③まちづくりと連携した一体的な交通サービスの提供 
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阿武隈急行沿線地域公共交通網形成計画 

項 目 内 容 

策定主体 福島県、福島市、伊達市、宮城県、角田市、柴田町、丸森町 

計画の区域 阿武隈急行沿線地域 

計画期間 令和元年度（２０１９年度）～令和１０年度（２０２８年度） 

基本理念等 

【基本理念】 

生活と交流に欠かせない基幹インフラとして、「地域と共にあり」「地域をつな

ぐ」公共交通ネットワークの構築を目指す 

【基本方針】 

①鉄道を軸とした沿線地域の一体的な交通ネットワークの形成 

②鉄道沿線の交通まちづくりの推進 

③多様な関係者との連携による公共交通の利用促進 

④安全・安心で持続可能な地域公共交通の構築 

基本目標 

①阿武隈急行線とバス交通等の一体的なネットワーク構築とサービス提供 

②駅を中心としたまちづくりの推進 

③生活やコミュニティ拠点としての場の提供 

④利用ニーズに対応したサービスの提供 

⑤沿線企業・施設等との連携による公共交通の利用拡大 

⑥交流人口拡大のための沿線地域の魅力創出 

⑦阿武隈急行線の安全な運行の確保 

⑧阿武隈急行（株）の経営改善 
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只見線利活用計画２０２３－２０２７ 

項 目 内 容 

策定主体 只見線利活用推進協議会 

計画の区域 ＪＲ只見線沿線地域 

計画期間 令和５年度（２０２３年度）～令和９年度（２０２７年度） 

目指すべき姿等 

【目指すべき姿】 

只見線が地域の暮らしや文化、産業を支え輝かせる日本一の「地方創生路

線」  

【基本方針】 

只見線の「価値」を地方創生（住みたい、住み続けられる）に活かす・つなげ

る。 

達成目標等 

【達成目標】 

①只見線利用者数（平均通過人員） 

【個別目標】 

①奥会津地域の住民が年に１回以上只見線を利用する 

②只見線沿線地域を訪れる観光客入込数が年間６２０万人以上 

③奥会津地域の住民の８割以上が只見線を地域のシンボルとして認識して

いる 

④「只見線に関する事業」に用途を指定したふるさと納税件数年１，５００件以

上 

⑤新たな只見線の活用方法の実現件数延べ５件以上 

 

１－５ 計画の期間 

本計画は、上位計画である総合計画に定める基本的な考え方等に基づくものとしていることから、総

合計画と計画期間を合わせるものとし、令和６年度（２０２４年度）から令和１２年度（２０３０年度）まで

の７年間とします。 

※なお、社会情勢の変化や関連する法令・制度の変更、上位・関連計画の見直し等によって、新たな対応が生

じた場合は、必要に応じて計画の見直しを検討します。 
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１－６ 計画策定に当たり実施した調査 

本計画の策定に当たり、以下の調査を実施しており、本県を取り巻く状況等を把握した上で計画を

とりまとめています。 

（１）市町村アンケート調査 

項 目 内 容 

調査対象 県内５９市町村 

調査実施時期 令和５年（２０２３年）６月 

配付・回収方法 メール配付・メール回収 

回収率 １００％ 

調査項目 
広域的な公共交通について、交通拠点について、オープンデータ化について、移動

手段の確保に向けた取組についてなど 

（２）交通事業者アンケート調査 

項 目 内 容 

調査対象 

福島交通（株）、会津乗合自動車（株）、新常磐交通（株）、ジェイアールバス東北

（株）、ジェイアールバス関東（株）、磐梯東都バス（株）、東北アクセス（株）、 

阿武隈急行（株）、会津鉄道（株）、東日本旅客鉄道（株） 

（一社）福島県タクシー協会、福島空港ビル（株） 

調査実施時期 令和５年（２０２３年）８月 

配付・回収方法 メール配付・メール回収 

回収率 １００％ 

調査項目 現在の取組等について、運行体制について、県に求めることについてなど 

（３）高校アンケート調査 

項 目 内 容 

調査対象 県内の県立・私立高校（学校の担当者が回答※生徒は回答していない） 

調査実施時期 令和５年（２０２３年）７月～８月 

配付・回収方法 メール配付・メール回収 

回収率 ９５．６％ 

調査項目 
出身中学校別生徒数、生徒の通学手段、スクールバスの運行状況、公共交通の利

用促進に向けた取組など 

（４）交通拠点環境調査 

項 目 内 容 

調査対象 福島駅、郡山駅、新白河駅、会津若松駅、会津田島駅、原ノ町駅、いわき駅 

調査実施時期 令和５年（２０２３年）１２月 

調査方法 現地での目視による確認 

調査項目 待合環境の状況、設備等の状況、バリアフリー環境の状況、アクセス経路の状況 
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２．本県の地域公共交通を取り巻く現

状と課題 
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２－１ 県全体の課題 

本県における地域の実情を始め、地域公共交通の現状やニーズ調査結果等を踏まえると、本計画

では以下の課題に対応した取組を進めていく必要があると考えられます。 

また、県全体の課題の他に圏域別の課題も整理することとします。 

 県全体の地域公共交通の現状と課題 

視 点 現状と課題 

人口減少や人口構造

を踏まえた地域公共

交通ネットワークの視

点 

 高齢者や高校生を始めとした県民の移動ニーズに対応した広域的

な路線バスの確保・維持が必要 

 市町村間・圏域間・県境間の移動を支える鉄道の確保・維持が必要 

 生活交通及び観光交通の両面から高速バスの適切な確保・維持が

必要 

 データ利活用による運行計画等への検討・反映が必要 

接続及び接続拠点の

環境の視点 

 広域的な地域公共交通と各市町村の域内交通との連携強化が必要 

 利用者が安心・快適に地域公共交通及び駅等拠点施設を利用する

ことができる環境の充実が必要 

選ばれる公共交通と

なるための取組及び

観光振興の視点 

 キャッシュレス決済の利用促進による利便性向上が必要 

 地域公共交通のオープンデータ化の推進及びデータ利活用による情

報発信の強化が必要 

 アフターコロナの観光需要やビジネスでの来訪者を確実に取り込む

ため、便利で利用しやすい地域公共交通の充実が必要 

地域公共交通の利用

推進の視点 

 自家用車以外の移動手段の選択肢として、地域公共交通の利用に

対する県民意識の醸成が必要 

 市町村における主体的な計画策定、県計画との適切な連携・役割分

担が必要 

持続可能な体制の視

点 

 交通モード間や事業者間、異業種間などでの連携・協働（共創）によ

る、人的・物的資源の有効活用が必要 

 市町村に対する支援（講師招へいによる勉強会の開催や各種情報

の水平展開等）が必要 

 乗務員の確保による地域公共交通サービスの安定的な運営基盤の

構築が必要 
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◇人口減少や人口構造を踏まえた地域公共交通ネットワークの視点 

 高齢者や高校生を始めとした県民の移動ニーズに対応した広域的な路線バス

の確保・維持が必要 

全国的に進行する人口減少は、本県においても同様であり、令和５年（２０２３年）１２月１日時点で

の総人口約１，７６４千人に対し、令和１２年（２０３０年）には７．０％減の約１，６４０千人、令和３２年 

（２０５０年）には２９．３％減の約１，２４７千人となる見込みです。 

こうした中で、老年人口（６５歳以上の人口）の減少率は低く、相対的に高齢化率が高くなることから、

令和５年（２０２３年）１２月１日時点での高齢化率３２．７％、令和３２年（２０５０年）には１１．５％増の 

４４．２％と、県民の約２人に１人が６５歳以上となる見込みです。 

現状、医療施設は各圏域の中心的な都市（福島市・郡山市・いわき市・会津若松市・須賀川市・白

河市など）において複数立地しており、これらの都市に対して周辺の市町村からの広域的な移動ニー

ズが発生している状況がみられます。 

今後更なる高齢化の進展に伴い、広域的な通院ニーズの増加が見込まれることから、地域公共交

通においては、こうした通院ニーズに対し、適切に対応することが求められます。 

 本県の年齢３区分別人口及び構成割合の推移 

 
 出典：国勢調査（Ｈ１２～Ｒ２）、将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所Ｒ７～Ｒ３２） 

 市町村をまたぐ月当たりの通院回数（県北圏域（左）、県中・県南圏域（右）の例） 
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出典：福島県国民健康保険レセプトデータ 
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高齢化の進展が見込まれる中で、出生率の低下などを要因として、年少人口割合は減少する予測

です。 

県内の中学校卒業見込者数は、令和５年（２０２３年）３月が１５，３８２人であるのに対し、令和１０年

（２０２８年）３月には１３，５２５人と、約１，９００人減少する見込みとなっています。 

本県では、社会情勢の変化や今後の中学校卒業見込者数の推移に柔軟に対応するため、県立高

校の再編整備に伴う高校の統合が進められており、高校が立地する市町村への広域的な通学ニーズ

の増加が見込まれることから、高校生が居住する地域から安全・安心に通学できる環境を確保するた

めに、適切に対応することが求められます。 

また、買物に関しても、各圏域の中心的な都市に対して周辺の市町村からの広域的な移動ニーズが

発生している状況がみられることから、自家用自動車を持たない高齢者や高校生が、安心して買物が

できる環境を確保する必要があり、広域的な移動を支える地域公共交通に求められる役割はますます

高くなるものと考えられます。 

 

 卒業見込み生徒数（上）、県立高校数（下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：福島県学校基本統計 
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 市町村をまたぐ通学流動割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ２年国勢調査 

 市町村をまたぐ買物流動割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ元福島県第１７回消費購買動向調査 
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その他
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一方で、人口減少や、自家用車による移動機会の増加、さらには新型コロナウイルス感染症の感染

拡大による行動変容など、様々な要因を背景として、乗合バスの利用者数は減少傾向にあります。 

国庫補助を受けて運行する広域路線バス（地域間幹線系統）においては、補助要件の一つとして、 

１日当たりの輸送量１５人を上回る必要がありますが、現在既に要件を満たしておらず、東日本大震災

の被災地域における地域間幹線系統確保維持費国庫補助金に係る経過措置（以下「激変緩和措置」

という。）によって要件緩和を受けている路線が４６系統中１９系統あり（令和５年事業年度実績）、今

後、激変緩和措置が終了すると国庫補助を受けられなくなることから、運行を継続できなくなる路線が

発生するおそれがあります。 

通学や通院の移動状況を踏まえ、地域間幹線系統の運行状況を調査したところ、一部の地域間幹

線系統については、居住する地域から高校や病院の最寄り駅等への到着時間が遅く、利用されにくい

状況などがあることから、利便性向上、輸送量の維持・増加に向けた再編・見直しや接続の改善を検

討する必要があります。 

 乗合バスの輸送人員（路線バス・高速バス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：交通事業者提供資料 

 

 高校の通学に係る出発・到着時刻の状況（県北圏域（左）、県中・県南圏域（右）の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ５高校アンケート調査に基づく福島県調べ 
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鉄道のみで高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）

～6:30 4 ～7:00 0

6:31～7:00 4 7:01～7:30 21

7:01～7:30 35 7:31～8:00 23

7:31～ 27 8:01～8:15 18

8:16～ 8

計 70 計 70

バスのみで高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）

～6:30 5 ～7:00 1

6:31～7:00 5 7:01～7:30 7

7:01～7:30 15 7:31～8:00 19

7:31～ 6 8:01～8:15 2

8:16～ 2

計 31 計 31

～6:30 1 ～7:00 0

6:31～7:00 4 7:01～7:30 0

7:01～7:30 10 7:31～8:00 5

7:31～ 1 8:01～8:15 4

8:16～ 7

計 16 計 16

鉄道→バスorバス→鉄道で高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）

鉄道のみで高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）

～6:30 0 ～7:00 0

6:31～7:00 2 7:01～7:30 8

7:01～7:30 10 7:31～8:00 9

7:31～ 8 8:01～8:15 1

8:16～ 2

計 20 計 20

バスのみで高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）

～6:30 0 ～7:00 0

6:31～7:00 6 7:01～7:30 3

7:01～7:30 11 7:31～8:00 7

7:31～ 4 8:01～8:15 5

8:16～ 6

計 21 計 21

～6:30 4 ～7:00 1

6:31～7:00 4 7:01～7:30 3

7:01～7:30 0 7:31～8:00 2

7:31～ 0 8:01～8:15 2

8:16～ 0

計 8 計 8

鉄道→バスorバス→鉄道で高校最寄駅まで到着可能数（延べ数）
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出典：Ｒ５高校アンケート調査に基づく 

福島県調べ(朱書き高校立地市町：鉄道及び広域

路線バス（地域間幹線系統）では通学が困難) 

№ 市町村名 各市町村生徒数のうち、５％以上通学している高校立地市町（※：同一市町内でも一部通学できない高校有）

1 福島市 他市町村への５％以上の通学実績無

2 二本松市 福島市

3 伊達市 福島市

4 本宮市 郡山市 二本松市

5 桑折町 福島市 伊達市

6 国見町 福島市 伊達市※

7 川俣町 福島市 伊達市 二本松市

8 大玉村 二本松市 本宮市

9 郡山市 他市町村への５％以上の通学実績無

10 須賀川市 郡山市 鏡石町

11 田村市 郡山市 三春町

12 鏡石町 須賀川市 郡山市 矢吹町

13 天栄村 須賀川市 矢吹町 鏡石町 郡山市

14 石川町 矢吹町

15 玉川村 須賀川市 石川町 鏡石町 矢吹町 郡山市

16 平田村 郡山市 石川町 小野町

17 浅川町 石川町 棚倉町 白河市

18 古殿町 石川町 矢吹町

19 三春町 郡山市 田村市

20 小野町 郡山市 三春町

21 白河市 棚倉町

22 西郷村 白河市 矢吹町

23 泉崎村 白河市 鏡石町 須賀川市 郡山市

24 中島村 白河市 矢吹町 鏡石町 須賀川市 郡山市 石川町

25 矢吹町 鏡石町 須賀川市 郡山市 白河市

26 棚倉町 白河市 矢吹町 石川町 塙町

27 矢祭町 白河市 棚倉町 石川町 矢吹町

28 塙町 棚倉町 白河市 石川町 矢吹町

29 鮫川村 棚倉町 石川町 白河市

30 会津若松市 会津美里町

31 喜多方市 会津若松市

32 北塩原村 喜多方市 会津若松市

33 西会津町 喜多方市 会津若松市

34 磐梯町 会津若松市 喜多方市

35 猪苗代町 会津若松市

36 会津坂下町 会津若松市 喜多方市 会津美里町

37 湯川村 会津若松市 喜多方市 会津坂下町 会津美里町

38 柳津町 会津美里町 会津若松市 会津坂下町 金山町

39 三島町 会津若松市 金山町 喜多方市

40 金山町 会津若松市 只見町

41 昭和村 会津若松市 会津坂下町 会津美里町 金山町 南会津町

42 会津美里町 会津若松市 会津坂下町

43 下郷町 会津若松市 南会津町

44 檜枝岐村 会津若松市

45 只見町 南会津町

46 南会津町 会津若松市

47 相馬市 南相馬市

48 南相馬市 相馬市

49 広野町 いわき市

50 楢葉町 いわき市 広野町

51 富岡町 広野町 南相馬市 田村市 いわき市

52 川内村 広野町 小野町 田村市 郡山市 石川町 いわき市※

53 大熊町 広野町

54 双葉町 いわき市 広野町

55 浪江町 南相馬市 広野町

56 葛尾村 郡山市 鏡石町 田村市 小野町

57 新地町 相馬市 南相馬市

58 飯舘村 福島市 伊達市 川俣町 二本松市 南相馬市

59 いわき市 他市町村への５％以上の通学実績無

相

双

・
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わ
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 高校の通学範囲の状況 
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出典：福島県国民健康保険レセプトデータに 

基づく福島県調べ(朱書き病院立地市町：鉄道及

び広域路線バス（地域間幹線系統）では通院が

困難) 

№ 市町村 各市町村診療日数のうち、５％以上通院している病院立地市町（※：同一市町内でも一部通院できない病院有）

1 福島市 他市町村への５％以上の通院実績無

2 二本松市 福島市 本宮市

3 伊達市 国見町 福島市

4 本宮市 二本松市 郡山市

5 桑折町 国見町 伊達市

6 国見町 伊達市 福島市

7 川俣町 福島市※

8 大玉村 本宮市 二本松市

9 郡山市 他市町村への５％以上の通院実績無

10 須賀川市 郡山市

11 田村市 郡山市

12 鏡石町 須賀川市 郡山市 矢吹町

13 天栄村 須賀川市

14 石川町 郡山市 須賀川市

15 玉川村 須賀川市

16 平田村 郡山市 小野町

17 浅川町 白河市 塙町 矢吹町

18 古殿町 須賀川市 郡山市

19 三春町 郡山市

20 小野町 郡山市

21 白河市 西郷村

22 西郷村 白河市

23 泉崎村 白河市 矢吹町

24 中島村 白河市 矢吹町

25 矢吹町 白河市

26 棚倉町 塙町 白河市

27 矢祭町 塙町 白河市 矢吹町

28 塙町 白河市

29 鮫川村 塙町 白河市 須賀川市

30 会津若松市 他市町村への５％以上の通院実績無

31 喜多方市 会津若松市

32 北塩原村 喜多方市 会津若松市

33 西会津町 会津若松市

34 磐梯町 会津若松市

35 猪苗代町 会津若松市 郡山市

36 会津坂下町 会津若松市

37 湯川村 会津若松市

38 柳津町 会津坂下町 会津若松市

39 三島町 会津坂下町 会津若松市

40 金山町 会津若松市 会津坂下町

41 昭和村 会津若松市 会津坂下町

42 会津美里町 会津若松市

43 下郷町 会津若松市

44 檜枝岐村 南会津町 会津坂下町 会津若松市

45 只見町 会津若松市

46 南会津町 会津若松市

47 相馬市 新地町 南相馬市

48 南相馬市 他市町村への５％以上の通院実績無

49 広野町 いわき市

50 楢葉町 いわき市

51 富岡町 いわき市

52 川内村 小野町 郡山市

53 大熊町 いわき市

54 双葉町 塙町 福島市 いわき市

55 浪江町 福島市 二本松市

56 葛尾村 郡山市 いわき市

57 新地町 相馬市

58 飯舘村 福島市

59 いわき市 他市町村への５％以上の通院実績無

相
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 病院の通院範囲の状況 
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 市町村間・圏域間・県境間の移動を支える鉄道の確保・維持が必要 

本県には、東日本旅客鉄道（株）が運行する新幹線２路線、在来線７路線のほか、会津鉄道（株）、

野岩鉄道（株）、阿武隈急行（株）、福島交通（株）が運行する地域鉄道が４路線あります。 

 

※只見線の会津川口駅～只見駅間については、上下分離方式により福島県が第三種鉄道事業者として 

土地・鉄道施設を保有・維持管理し、東日本旅客鉄道（株）が第二種鉄道事業者として運行しています。 

 

県内の地域鉄道は、近年多発する自然災害により不通区間が生じていましたが、復旧工事が進み、

令和５年（２０２３年）４月に、全ての不通区間が解消されています。 

鉄道は、県民の通勤・通学・通院・買物等の日常生活の移動手段として利用されているのみでなく、

本県を訪れる観光客やビジネス客の移動手段としても利用されているなど、暮らしや交流を支える重

要な役割を担っています。 

一方、鉄道の利用者数は、路線バスと同様に減少傾向にあります。特に第三セクター鉄道について

は、設備整備費や運営費に対して県と沿線市町村等が支援を行っていますが、新型コロナウイルス感

染症感染拡大の影響に対する支援や、原油価格・物価高騰に対する支援、自然災害被害からの復旧

工事に対する支援を行ったことから、県や市町村の負担額が大幅に増加しています。 

利用者数の減少や物価高の影響などを要因として、今後も支援額は高い水準で推移するものと考

えられ、厳しい行財政運営の中で県及び市町村の負担は更に大きくなるものと想定されます。 

県では利用促進に向けた各種取組・検討を行っていますが、これらの取組等を引き続き展開するとと

もに、新たな国の制度の活用も視野に入れつつ、適切に確保・維持を図ることが必要です。 

 

 第三セクター鉄道の輸送人員の推移 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：福島県統計年鑑 

 

 

 

 

（単位：千人） 
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 高校生の通学手段（夏季）（左）、観光客の移動手段（右） 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ５高校アンケート調査                                出典：Ｒ４福島県観光地実態ＷＥＢ調査 

 

 地域鉄道に対する県及び市町村の財政負担額の推移 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                              

                                        出典：県補助実績、Ｒ５市町村アンケート 
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（単位：千人）

 生活交通及び観光交通の両面から高速バスの適切な確保・維持が必要 

本県には、県内発着となる高速バスが多数運行しており、浜通り⇔中通り⇔会津間の横軸の移動に

おいて、鉄道と比べて運行本数が多いことや、速達性が高いことなどから、県内の都市間での移動にも

利用されています。また、東北地方の中での県内発着の高速バスの利用者数は、人口規模の多い宮城

県に次いで多い状況にあります。 

県内の高速バスについては、県外からの来訪者の移動手段のみではなく、通勤・通学や、都市部へ

の買物など、県民の日常生活の移動手段としても利用されており、観光・ビジネス移動と生活移動を支

える重要な役割を担っています。 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う行動変容や、県外からの来訪者の減少等により

高速バスの利用者数も大幅に減少しており、十分な収益が確保できていない状況となっています。 

このため、観光・ビジネス移動や県民の生活移動を支える重要な路線である高速バスについて、今

後の確保・維持に向けた検討を進める必要があります。 

 

 高速バスの輸送人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：東北運輸局（図でみる東北の運輸２０２２） 

 

 データ利活用による運行計画等への検討・反映が必要 

本県では、路線バスに対するキャッシュレス決済の導入促進に向けた支援事業を実施しており、令和

６年（２０２４年）春以降、県内の多くの路線バスにおいて、交通系ＩＣカードを始めとするキャッシュレス

決済での利用が可能となる予定です。 

キャッシュレス決済の導入により、これまで日常的に取得することが困難であった、利用実績データ

の取得が可能となるなど、運行側においても大きなメリットを得ることができます。 

路線バスの利用者数が減少傾向にあり、また、運行するバス事業者の乗務員不足が深刻化してい

る現状においては、利用実績データから利用状況を的確に把握することで、利用者の利便性を維持し

つつ、効率性の高い運行計画を立案することが特に重要となります。 

このため、キャッシュレス決済の導入を契機として、定量的な分析に基づく運行計画の検討・整理を

進めるとともに、利用実績データに基づく検証・モニタリングを行い、必要に応じて改善を図るなど、運

営体制の好循環へとつなげることが必要です。
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◇接続及び接続拠点の環境の視点 

 広域的な地域公共交通と各市町村の域内交通との連携強化が必要 

県民や来訪者の移動ニーズは多様であり、鉄道や広域路線バスなどの広域交通のみでは目的地

へ移動できない場合も想定されます。 

利用者が目的地まで移動するためには、複数の公共交通機関を乗り継いで移動する必要があるた

め、広域交通と域内交通が円滑に乗り継ぎできる環境を確保することが重要です。 

円滑な乗り継ぎに向けたダイヤの調整等については、利用状況に応じて適切に行い、接続性の向上

を図ることが必要です。 

また、交通の拠点となる駅においては、鉄道からバス等交通モード間のアクセス経路が連続しておら

ず、利用しづらい環境となっている拠点があるほか、乗換案内や経路案内などの情報提供が不十分で

あり、分かりづらくなっている拠点もみられます。 

利用者が目的地まで安全・安心に移動できる環境を確保するためには、広域交通と域内交通が時

間面（ダイヤ接続）、空間面（乗場の連続性等）、更には情報面においても円滑、かつ不便が少なく乗

り継ぎできるように連携を強化することが必要です。 

 

 会津若松駅の案内の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利用者が安心・快適に地域公共交通及び駅等拠点施設を利用することができ

る環境の充実が必要 

国では、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）に基づき、

バリアフリー化を推進しており、鉄道駅においては、１日当たりの利用者数３千人以上及び２千人以上３

千人未満で移動等円滑化基本構想（基本構想）の生活関連施設に位置付けられた駅を対象として、

エレベーター等設置による段差解消や内方線付き点状ブロックの設置による転落防止、バリアフリート

イレ等の整備を進めています。 

また、バス事業者においても、鉄道駅と同程度の利用があるバスターミナルを対象としたバリアフリ

ー化や、乗合バス車両のノンステップバスの導入を促進しています。 

本県においても、鉄道駅へのエレベーター設置に要する費用を負担する市町村に対する支援や、バ

ス車両の購入に要するバス事業者に対する支援などを行っており、誰もが利用しやすい環境整備の促

進を図っていますが、地域公共交通を安心・快適に利用できる環境を確保するため、関係者が引き続

き取り組むことが必要です。 

  

④番乗場 
③番乗場 

②番乗場 

①番乗場 

デジタルサイネージ上での乗場

番号の案内はあるものの、該当

する乗場に番号表記がない 
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◇選ばれる地域公共交通となるための取組及び観光振興の視点 

 キャッシュレス決済の利用促進による利便性向上が必要 

県内の路線バスでは、福島交通（株）が自社バス路線において、交通系ＩＣカードＮＯＲＵＣＡ（ノルカ） 

を導入していますが、それ以外の路線バスでは導入が進んでいない状況です。 

先述のとおり、現在本県では、路線バスに対するキャッシュレス決済の導入促進に向けた支援事業を

実施しており、令和６年（２０２４年）春以降、県内の多くの路線バスにおいて、交通系ＩＣカードを始めと

するキャッシュレス決済での利用が可能となり、利用者の支払い時間の短縮や、路線バスの遅延の緩

和などの利用者の利便性向上が期待されます。また、本県の観光振興につながることも期待されます。 

なお、県内では会津地域において、スマートフォン上で表示するデジタルチケットの導入が進んでお

り、今後デジタル技術の進展により更に利便性の高いサービスが展開される可能性も考えられます。 

このため、地域公共交通におけるキャッシュレス決済の利用促進を図るとともに、今後の新たな動向

も的確に把握し、利用者の時代のニーズに合った手法を導入することで、利便性を高めていくことが必

要です。 

 

 

 東日本のキャッシュレス決済導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：福島県調べ 

  

青森県「AOPASS」 

「MegoICa」 

「ハチカ」 

「Towada SkyBlue Paｓｓ」 

岩手県「iGUCA」 

「Iwate Green Pass」 

秋田県「AkiCA」 

「Shuhoku Orange Pass」 

山形県「cherica」 

「shoko cherica」 

栃木県「totra」 

群馬県「nolbe」 

宮城県「icsca」 

他、Suica等対応 

茨城県「いばっピ」 

他、タッチ決済等 

新潟県「りゅーと」 

他、Suica等対応 
福島県「ＮＯＲＵＣＡ」 

他、Ｒ６年度キャッシュレス 

決済システム導入予定 
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 地域公共交通のオープンデータ化の推進及びデータ利活用による情報発信の

強化が必要 

国では、地域公共交通に係る運行情報等の標準的なデータ化を促進しています。 

地域公共交通のＧＴＦＳ（標準的なバス情報フォーマット）データを作成し、オープンデータ化を行うこ

とによって、経路検索コンテンツを提供する事業者（コンテンツプロバイダー）がデータを取得しやすく

なります。ＧＴＦＳデータが各種コンテンツへ反映されることで、利用者がスマートフォン上での地域公共

交通の経路検索が容易になるなど、更なる利用促進が期待されます。 

県内の路線バス事業者でＧＴＦＳデータを作成し、オープンデータ化しているのは、６社中２社にとど

まっており、またコミュニティバスなどを運行する市町村においては、ＧＴＦＳデータ化が進んでいない状

況にあります。 

先述のとおり、利用者が目的地まで移動するためには、複数の公共交通機関を乗り継いで利用する

ことも想定されますが、オープンデータ化がされていない場合、各種コンテンツ上で目的地までの経路

案内が行われないなど、利用者に認知されない・分かりづらい状況になることが懸念されます。 

このため、ＧＴＦＳデータが未作成の交通事業者、市町村にデータ作成を促すとともに、オープンデー

タ化及びその後の適切な更新作業などを行うことにより、利用者に対する情報発信の強化を図ること

が必要です。 
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 アフターコロナの観光需要やビジネスでの来訪者を確実に取り込むため、便利

で利用しやすい地域公共交通の充実が必要 

本県の観光入込客数は、令和元年（２０１９年）まで増加傾向にあり、当該年は東日本大震災後最

多の５６，３４４千人でしたが、令和２年（２０２０年）～令和３年（２０２１年）は、新型コロナウイルス感染

症感染拡大の影響により、大幅に減少しました。 

令和４年（２０２２年）以降は、観光需要の落ち込みが回復傾向にあり、また、令和５年（２０２３年）５

月に、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行されたことに伴い、更なる観光需要の回復が期

待されます。 

さらに、令和５年（２０２３年）１０月には、福島空港で３年７か月ぶりに国際便の運航が再開するなど、

今後は訪日外国人旅行者数の増加も期待されます。 

一方で、訪日外国人旅行者が利用に困った公共交通機関として、地方部では「バス」や「新幹線以

外の鉄道」を挙げる割合が高くなっていることから、地域公共交通のみではなく、県全体の活性化を図

るため、先述した情報発信の強化や利用環境の充実等来訪者が円滑に移動できる環境を確保するこ

とが必要です。 

 

 観光入込客数の推移 

 

                                     出典：福島県観光客入込状況 

 訪日外国人が利用に困った公共交通機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                             出典：観光庁（訪日外国人旅行者の受入環境整備に関するアンケート） 
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◇公共交通の利用推進の視点 

 自家用車以外の移動手段の選択肢として、地域公共交通の利用に対する県

民意識の醸成が必要 

本県の人口１０万人当たりの自家用車の保有台数は、７７千台／１０万人となっており、東北６県の中

でも多い数値となっています。また、１世帯当たりの保有台数は１．７９台／世帯であり、１世帯当たりで

２台近くの自家用車を保有する状況にあるなど、他県に比べて自家用車に対する依存が高い状況にあ

ります。 

高校生の通学手段については、１割程度を「保護者の送迎」が占めており、地域公共交通のメインユ

ーザーである高校生においても、自家用車による通学実態がみられるなど、地域公共交通の利用低下

の要因の１つとなっているものと考えられます。 

地域公共交通を今後も維持するためには、県民に利用してもらうことが必要不可欠ですが、自家用

車への依存が高い傾向にある中で、県民の意識として地域公共交通を移動手段の選択肢として捉え

られていない可能性が考えられます。 

地域公共交通の利便性を高めていくことは勿論ですが、県民生活を支える地域公共交通の役割の

認識向上や、県民１人１人が地域公共交通に対する意識を高め、移動手段の１つとして地域公共交通

を選択し、利用する意識醸成を図ることが必要です。 

なお、約３割の高校が、「送迎による渋滞・混雑の解消」や「自転車通学等による事故防止」の観点

から通学時における公共交通の利用を促進したいと回答していることから、高校と連携した利用促進

の取組も検討することが必要です。 

 

 自家用車の保有状況（対人口１０万人）（左）、１世帯当たりの自家用車保有台数（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：自家用車の保有台数：市町村別保有車両数（東北運輸局※乗用と軽自動車の合計） 

人口・世帯数：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（各年１月１日現在） 
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 高校の通学手段（夏季） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Ｒ５高校アンケート調査 

 

 高校の公共交通の利用促進に対する考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ５高校アンケート調査 
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 市町村における主体的な計画策定、県計画との適切な連携・役割分担が必要 

県民の多様化する移動ニーズに対応するためには、広域交通のみではなく、域内交通を始めとして、

各市町村内の特性や実情に応じて地域公共交通を捉えることが必要であり、そのためには、市町村と

しての基本的な方針や目標、取組の方向性等を示す市町村の地域公共交通計画の策定が重要となり

ます。 

国においても、地域交通法を改正し、地方公共団体における地域公共交通計画の策定を努力義務

化するなど、計画策定を推進しています。 

一方、本県においては、令和５年（２０２３年）１２月末時点で５９市町村中３７市町村が地域公共交

通計画未策定であり、地域公共交通に関する市町村としての方針等が定められていない状況にありま

す。 

県民生活を支える地域公共交通を確保・維持するためには、県民に最も身近な基礎自治体である

市町村において、地域公共交通に係る方針等を定めることが重要であることから、未策定の市町村に

計画策定を促すことが必要です。 
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◇持続可能な体制の視点 

 交通モード間や事業者間、異業種間などでの連携・協働（共創）による、人的・

物的資源の有効活用が必要 

地域公共交通は、人口減少等による長期的な利用者数の落ち込みに加え、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響による行動変容により、厳しい状況に置かれていることを踏まえて、国では、地域

公共交通独自の取組のみではなく、地域の関係者の連携・協働（共創）を通じ、利便性・持続可能性・

生産性の高い地域公共交通ネットワークの「リ・デザイン」（再構築）を推進しています。 

本県においても、人口減少等による地域公共交通の利用者数の減少が続いているほか、バス事業

者における収益の悪化や、乗務員不足など、地域公共交通単独の取組では、移動ニーズへの対応が

困難な状況にあり、多様な共創による横断的な連携体制の構築・強化を図ることが必要です。 

なお、交通事業者においても、事業者間での連携の必要性を感じているほか、先述のとおり、約３割

の高校が通学時における公共交通の利用を促進したいと回答していることから、地域の関係者の連

携・協働（共創）を促進し、具体的な取組の検討が必要です。 

 

 他の事業者との連携について 

事業者 意 見 

鉄道事業者 ・路線バスとの連携により、２次交通の改善を検討する必要がある。 

・既に路線バスと連携して企画乗車券を展開しているが、他の路線バスとの連携

も考えられる。 

バス事業者 ・鉄道に合わせたダイヤ調整により利便性の向上を図る。 

・鉄道や沿線施設と連携した企画により利用促進を図る。 

タクシー事業者 特定の拠点において、鉄道や路線バスとの連続性を確保する。 

出典：Ｒ５交通事業者アンケート調査 
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 市町村に対する支援（講師招へいによる勉強会の開催や各種情報の水平展

開等）が必要 

県内の市町村において、今後、地域公共交通の確保・維持に取り組む上で、県に対して求めることと

して、「調査・検討等に係る財政的な支援」のほか、「関連市町村との協議の場の設定」、「公共交通に

係る専門家等の派遣」、「公共交通等の制度等に関する勉強会の開催」など、技術的な支援を求める

回答が３割以上の市町村から出されています。 

本県では、これまで市町村に対して、地域公共交通の運行に係る経費や地域公共交通計画の策定、

実証事業の実施等に要する費用に対する支援を行っていますが、情報提供やナレッジ（事例）共有を

図る機会が多くなかったため、講師を招へいした勉強会の開催や、国の制度改正等の動向、県内外の

事例などの各種情報の水平展開を推進し、市町村における主体的な取組を支援することが必要です。 

 

 市町村が地域公共交通を確保・維持する上で県に対して求めること 

 
出典：Ｒ５市町村アンケート調査 
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 乗務員の確保による地域公共交通サービスの安定的な運営基盤の構築が必

要 

県内のバス事業者における乗務員（ドライバー）の人数は減少傾向にあり、令和元年（２０１９年）か

ら令和５年（２０２３年）まで１３４人減少しています。 

また、２０代～３０代の若い年齢層の採用が進んでおらず、高年齢化が進み、令和５年（２０２３年）に

は６０歳以上の割合が４割近くとなっています。近い将来に定年退職を迎える年齢層がボリュームゾー

ンとなっているため、乗務員不足の深刻化が見込まれます。 

令和５年（２０２３年）時点でも現状のサービス水準の維持に必要な乗務員数が約７０人不足する状

況にありますが、令和６年（２０２４年）４月から「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

（改善基準告示）が適用されると、現状サービス水準の維持に約９０人不足する見込みです。 

既に一部のバス事業者では、乗務員不足を要因としたバス路線の廃止や減便等を行っていますが、

今後、更なる減便等を行わざるを得ない状況が発生するおそれもあり、サービス水準の低下が懸念さ

れます。 

今後も安定的に地域公共交通サービスを提供するためにも、関係者が連携して喫緊の課題である

バス事業者における乗務員確保を進め、安定的な運営基盤を構築することが必要です。 

 

 県内バス事業者における乗務員数の推移（左）、乗務員の年齢構成割合の推移（右） 

 

出典：Ｒ５交通事業者アンケート調査 

 現状サービス水準の維持に必要な乗務員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Ｒ５交通事業者アンケート調査 

※改善基準告示とは 

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基

準」であり、令和６年（２０２４年）４月１日から適用

されます。 

※バス運転手の基準の改正概要 

１カ月の拘束時間： 

改正前 原則２８１時間（最大３０９時間） 

 

→改正後 原則２８１時間（最大２９４時間） 

 

１日の休憩期間 

改正前 継続８時間以上 

 

→改正後 継続１１時間を基本とし、継続９時間を

下回らない 
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図差し替え（市町村名入れる） 

２－２ 圏域別の課題 

（１）県北圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、激変緩和措置の対象になっている系統などがあり、激変緩和措置等

が終了すると、国庫補助の要件を満たさず、補助を受けられなくなるおそれがあります。 

〇  また、平均乗車密度も低く、多くの系統で地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の密度カットの対

象となっています。 

〇  激変緩和措置の終了により国庫補助要件を満たさなくなることや輸送密度の更なる低下で、沿線自

治体の負担の増加が見込まれます。 

〇  圏域内の地域間幹線系統は、通勤・通学・通院等日常生活を支える重要な役割を担っているほか、

伊達市内では大規模商業施設の開業が予定されていることから、おでかけや買物利用など新たな移

動需要を確実に取り込むための広域路線バスの見直しも含め、利用者の増加や確保・維持に向けた

検討を進める必要があります。 

 

  

【鉄道】 

〇  阿武隈急行線は、福島市から宮城県を結び、沿

線地域からの通勤・通学に欠かせない路線です

が、近年利用者が減少し、経営状況が悪化してい

ます。 

○  福島交通飯坂線は、福島駅から飯坂温泉駅を

結び、通勤・通学利用のほか観光地へのアクセス

として欠かせない路線となっています。 

○  これらの路線は、沿線地域の通勤・通学・通院

等日常生活を支える極めて重要な役割を担ってい

ることから、交通事業者・沿線自治体が連携して、

利活用促進を図ることが必要です。 

【拠点】 

〇  各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 
市町村名 各市町村が重要と考える拠点

福島市

福島駅、松川駅、福島交通飯坂温泉

駅、県立医大付属病院、（仮称）イオ

ンモール北福島

伊達市 保原駅

二本松市 二本松駅

本宮市 本宮駅、五百川駅、エイトタウン本宮

桑折町 桑折駅

川俣町
川俣町役場周辺、瓦町周辺、シルクピ

ア周辺、川俣高校

大玉村 本宮駅
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（２）県中圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、多くの系統で激変緩和措置の対象になっており、激変緩和措置が終

了すると、国庫補助の要件を満たさず、国庫補助を受けられなくなるおそれがあります。 

〇  また、平均乗車密度も低く、多くの系統で地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の密度カットの対

象となっています。 

〇  激変緩和措置の終了により国庫補助要件を満たさなくなることや輸送密度の更なる低下で、沿線自

治体の負担の増加が見込まれます。 

〇  圏域内の地域間幹線系統は、通勤・通学・通院等日常生活を支える重要な役割を担っていますが、

輸送量及び平均乗車密度が低いことから、移動実態等を踏まえ、広域路線バスの見直しも含めて広域

交通の確保・維持に向けた対策を早急に進める必要があります。 

  

【鉄道】 

○  ＪＲ郡山駅と結ばれる各路線（ＪＲ東北新幹

線、ＪＲ東北本線、水郡線、磐越東線、磐越西

線）は、沿線地域からの通勤・通学に欠かせな

い路線ですが、一部区間は、近年利用者が減

少し、ＪＲ東日本による「ご利用の少ない線区」

として開示対象となっています。 

○  ＪＲ郡山駅と結ばれる各路線は、沿線地域の

通勤・通学・通院等日常生活を支える極めて重

要な役割を担っていることから、交通事業者・

沿線自治体が連携して、利活用促進を図ること

が必要です。 

【拠点】 

〇  各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 市町村名 各市町村が重要と考える拠点

郡山市
郡山駅、安積永盛駅、郡山富田駅、磐

梯熱海駅

須賀川市 須賀川駅、須賀川市役所

田村市 船引駅

三春町
三春駅、三春中学校、各地区交流館・

公民館

小野町 小野IC

石川町 磐城石川駅、野木沢駅、石川営業所

鏡石町 鏡石駅

玉川村
泉郷駅、川辺沖駅、福島空港、（仮

称）複合型水辺施設
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（３）県南圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、激変緩和措置の対象になっており、激変緩和措置が終了すると、国庫

補助の要件を満たさず、国庫補助を受けられなくなるおそれがあります。 

〇  また、平均乗車密度も低く、地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の密度カットの対象となってい

ます。 

〇  激変緩和措置の終了により国庫補助要件を満たさなくなることや輸送密度の更なる低下で、沿線自

治体の負担の増加が見込まれます。 

〇  圏域内の地域間幹線系統は、通勤・通学・通院等日常生活のほか、県南圏域と県中圏域との圏域

間の移動を支える重要な役割を担っていますが、輸送量及び平均乗車密度が低いことから、移動実態

等を踏まえ、広域路線バスの見直しも含めて利用者の増加や確保・維持に向けた検討を進める必要

があります。 

  

【鉄道】 

○  ＪＲ水郡線は、郡山市から茨城県を結び、沿

線地域からの通学に欠かせない路線ですが、

近年利用者が減少し、ＪＲ東日本による「ご利

用の少ない線区」として開示対象となっていま

す。 

○ 当該路線は、沿線地域の通勤・通学・通院等

日常生活を支える極めて重要な役割を担って

いることから、交通事業者・沿線自治体が連携

して、利活用促進を図ることが必要です。 

【拠点】 

〇  各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 市町村名 各市町村が重要と考える拠点

白河市 白河駅、新白河駅

棚倉町 磐城棚倉駅

塙町 磐城塙駅、塙厚生病院

矢祭町 東館駅

矢吹町 矢吹駅

西郷村 西郷村役場、新白河駅

泉崎村 泉崎駅

鮫川村 棚倉駅、浅川駅
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（４）会津圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、一部の系統でコロナ要件緩和の対象になっていますが、輸送量が低

下傾向にあります。平均乗車密度も低く、地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の密度カットの対象

となっています。 

〇  また、コロナ要件緩和の対象となっている系統のほか「会津圏域地域公共交通網形成計画」及び

「会津圏域地域公共交通利便増進実施計画」の策定・認定を受け、密度カットの適用除外の措置を受

けている系統等があります。 

〇   圏域内の地域間幹線系統は、通勤・通学・通院等日常生活を支えているほか、県内有数の観光地

である会津地方の観光誘客に重要な役割を果たしているため、鉄道との連携や関連する計画との整

合性を図りながら、利用者の増加や確保・維持に向けた検討を進める必要があります。 

  

【鉄道】 

○  ＪＲ磐越西線は、郡山市から新潟県を結び、通勤・

通学利用のほか会津圏域の観光地へのアクセスと

して欠かせない路線ですが、近年利用者が減少し、

一部区間がＪＲ東日本による「ご利用の少ない線

区」として開示対象となっています。 

○  ＪＲ只見線は、ＪＲ東日本による「ご利用の少ない

線区」として開示対象となっていますが、会津若松市

から新潟県を結び、通学利用のほか風光明媚な路

線として観光利用されています。 

○  会津鉄道会津線は、沿線地域の通勤・通学利用

のほか、野岩鉄道・東武鉄道との相互乗り入れによ

り、首都圏から会津地域の観光地へのアクセスとし

て欠かせない路線となっています。 

○  これらの路線は、沿線地域の通勤・通学・通院等

日常生活を支えていると同時に、観光誘客など極め

て重要な役割を担っていることから、交通事業者・沿

線自治体が連携して、利活用促進を図ることが必要

です。 

 

 

【拠点】 

〇  各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 
市町村名 各市町村が重要と考える拠点

会津若松

市

会津若松駅、神明通り、竹田綜合病

院、西若松駅など

猪苗代町 猪苗代駅

会津美里

町

まってらん処、じげんプラザ、本郷支

所、新鶴支所

西会津町 野沢駅

柳津町 会津柳津駅、中央公民館

金山町 会津川口駅
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（５）南会津圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、全ての系統で激変緩和措置の対象になっており、激変緩和措置が終

了すると、国庫補助の要件を満たさず、国庫補助を受けられなくなるおそれがあります。 

〇  また、平均乗車密度も低く、地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の密度カットの対象となってい

ます。激変緩和措置の終了により国庫補助要件を満たさなくなることや輸送密度の更なる低下で、沿

線自治体の負担の増加が見込まれます。 

〇   圏域内の地域間幹線系統は、通勤・通学・通院等日常生活を支えているほか、尾瀬国立公園への

アクセス等観光誘客に重要な役割を果たしていることから、鉄道との連携を図りながら、利用者の増加

や確保・維持に向けた検討を進める必要があります。 

  

【鉄道】 

○  ＪＲ只見線は、ＪＲ東日本による「ご利用の少

ない線区」として開示対象となっていますが、会

津若松市から新潟県を結び、通学利用のほか

風光明媚な路線として観光利用されています。 

なお、会津川口駅～只見駅間は、上下分離

方式により県が路線の維持管理を行っていま

す。 

○  会津鉄道会津線は、沿線地域の通勤・通学

利用のほか、野岩鉄道・東武鉄道との相互乗り

入れにより、首都圏から会津圏域の観光地へ

のアクセスとして欠かせない路線となっていま

す。 

○  これらの路線は、沿線地域の通勤・通学・通

院等日常生活を支えていると同時に、観光誘

客など極めて重要な役割を担っていることか

ら、交通事業者・沿線自治体が連携して、利活

用促進を図ることが必要です。 

【拠点】 

〇 各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 
市町村名 各市町村が重要と考える拠点

南会津町
会津田島駅、会津高原尾瀬口駅、県立

南会津病院

只見町 只見駅

檜枝岐村
会津田島駅、会津高原尾瀬口駅、県立

南会津病院
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【拠点】 

〇  各市町村では、それぞれの重要な拠点

において、鉄道や広域的な路線バスと、

域内を運行する公共交通との接続性の

向上に向けた検討が必要です。 

※市町村アンケート調査で回答があった市町村のみ記載 

 

 

（６）相双・いわき圏域 

【地域間幹線系統】 

〇  本圏域の地域間幹線系統は、「福島県避難地域広域公共交通計画」を策定し、東日本大震災の被

災地域における地域間幹線系統に係る地域公共交通確保維持事業の特例措置を受けています。 

〇  これらの系統については、住民の帰還促進や福島イノベーション・コースト構想を支える社会基盤とし

て重要な役割を果たしていることから、関連する計画との整合性を図りながら、利用者の増加や確保・

維持に向けた検討を進める必要があります。 

○  また、いわき市は、昭和４１年（１９６６年）に１４市町村の合併により誕生した、県内第１位の広大な

面積を有する市であり、市内には広域路線バス同等の長大なバス路線が運行していますが、制度上の

制約から国の支援が受けられないため、日常生活に必要なバス路線の存続が危ぶまれる状況となっ

ています。国に対して地域の実情に応じた制度改正を求めていくことや、適時適切な支援の検討を進

める必要があります。 

  

市町村名 各市町村が重要と考える拠点

南相馬市

原ノ町駅、小高駅、鹿島駅、南相馬

IC、南相馬鹿島SA/SIC、小高SIC（整備

予定）

新地町 新地駅、駒ヶ嶺駅

浪江町 浪江駅

双葉町 双葉駅、産業交流センター

大熊町 大野駅

富岡町 さくらモールとみおか、富岡駅

飯館村 道の駅までい館

葛尾村 船引駅

いわき市
いわき駅、小名浜市街地（小名浜支

所、イオンモール小名浜）

【鉄道】 

○  ＪＲ磐越東線は、いわき市か

ら郡山市を結び、沿線地域か

らの通学に欠かせない路線で

すが、近年利用者が減少し、ＪＲ

東日本による「ご利用の少ない

線区」として開示対象となって

います。 

○  当該路線は、沿線地域の通

勤・通学・通院等日常生活を支

える極めて重要な役割を担って

いることから、交通事業者・沿

線自治体が連携して、利活用

促進を図ることが必要です。 
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３．基本的な方針と目標 
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３－１ 基本理念・基本方針 

総合計画に定める本県の将来の姿や、先述の本県の地域公共交通を取り巻く現状と課題を踏まえ、

本県の地域公共交通が“目指す姿”としての基本理念と３つの基本方針を定めます。 

 

基本理念 
活力ある持続可能な地域社会の実現に寄与する地域公共交通 
本県が目指す将来の姿の実現に向けて、重要な社会インフラである地域公共交通を確保・維持し、

安心・快適な生活環境を構築していくとともに、交流人口の拡大等地域の活性化に寄与する地域公共

交通を目指します。 

 

基本方針① 
安心・快適に暮らし続けることができる広域的な地域公共交通 

基本方針② 
誰もが分かりやすい・やさしい・利用しやすい地域公共交通 

基本方針③ 
それぞれの関係者が主役となってみんなで支える地域公共交通 
これら３つの基本方針に基づき本計画を推進することで、本県にとって望ましい地域公共交通ネット

ワークの構築を図り、基本理念及び本県が目指す将来の姿の実現に寄与します。 
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３－２ 地域公共交通ネットワークの将来像 

（１）県全体の地域公共交通ネットワーク将来像 

後述する本計画に基づく施策の実施により本県が目指す地域公共交通ネットワークの将来像と機

能・役割等を次のとおり定めます。 

地域公共交通の将来像については、地域公共交通のネットワークを示す「軸」と、軸を束ねて一体性

を高める「拠点」により構成します。 

本項では、県や都市、圏域間における交通ネットワークの将来像を示し、各圏域の公共交通ネットワ

ークの将来像は、次項以降に示すものとしますが、軸となる各広域交通については、県民の通勤・通学・

通院等の日常生活の足であることから、交通事業者・市町村等と連携し利便性の向上を図り、県全体

の交通ネットワークの充実を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ゲートウェイ：本県の玄関口となる新幹線駅・空港 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 圏 域 拠点名 

圏域拠点 

○本県の地域公共交通ネットワー

クにおいて中枢となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、

生活・ビジネス・観光などの多様

な目的の中心となり、圏域間及

び市町村間の移動を支える拠点 

県北 福島駅 

県中 郡山駅 

県南 新白河駅 

会津 会津若松駅 

南会津 会津田島駅 

相双 原ノ町駅 

いわき いわき駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域

公共交通ネットワークと、域内を

運行する地域公共交通ネットワ

ークの接続する要所となる拠点 

圏域別の地域公共交通ネットワ

ーク将来像に記載 

 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（新幹線） 

○複数の都県・都市・圏域間をまたぐ広域的な

移動・連携を支える軸 

○様々な交流の基盤となり県民の生活を支え、

本県の活性化を促す重要な役割を持つ幹線

軸 

ＪＲ東北新幹線、山形新幹線 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・ＪＲ東北本線、常磐線、水郡線、

磐越東線、磐越西線、只見線、 

奥羽本線 

・会津鉄道会津線 

・野岩鉄道会津鬼怒川線 

・阿武隈急行阿武隈急行線 

・福島交通飯坂線 

圏域間幹線軸

（高速バス） 

○圏域間等との広域的な移動・連携を支える軸 

○市町村間の交流、県民の生活を支え、本県の

活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・福島～いわき線、 

福島～双葉・南相馬線、 

会津～福島線、 

会津～郡山～いわき線、 

野沢～会津線、福島～仙台線、 

南相馬～仙台線、 

郡山～喜多方線、 

郡山～福島空港線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

圏域別の地域公共交通ネットワ 

ーク将来像に記載 

地域間 

幹線軸② 
○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

圏域別の地域公共交通ネットワ 

ーク将来像に記載 

 

 

福島空港     

※ゲートウェイ：
本県の玄関
口となる空
港・新幹線駅 

《ゲートウェイ》 
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（２）圏域別の地域公共交通ネットワーク将来像 

①県北圏域の地域公共交通ネットワークの将来像（イメージ図） 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、利用者が減少している路線を中心に、交通事業者・沿線自治体と連携して利用

促進に向けた検討・取組を進めます。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①については、地域間幹線系統の確

保・維持を図ります。しかしながら、平均乗車密度が低いことから、路線の見直しも含め、利用者の増加

や確保・維持に向けた検討を交通事業者・沿線自治体と連携して進めます。 

また、広域交通と域内交通が接続するゲートウェイや圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネット

ワークの一体性の向上を図ります。 

  

大波経由掛田線 

伊達線 

医大・川俣経由南相馬線 

伊達経由掛田線 

月の輪経由梁川線 

伊達経由保原線 

藤田線 

医大立子山経由飯野線 

塩沢線 

針道経由東和小学校線 

大平経由小浜線 

医大経由二本松線 

川俣高校線 

小浜線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢

となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ

ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏

域間及び市町村間の移動を支える拠点 

福島駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ

トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ

トワークの接続する要所となる拠点 

県立医科大学付属病院 

飯坂温泉駅 

（仮称）イオンモール北福島 

保原駅 

二本松駅 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（新幹線） 

○複数の都県・都市・圏域間をまたぐ広域的な

移動・連携を支える軸 

○様々な交流の基盤となり県民の生活を支え、

本県の活性化を促す重要な役割を持つ幹線

軸 

ＪＲ東北新幹線、山形新幹線 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・ＪＲ東北本線、奥羽本線 

・阿武隈急行阿武隈急行線 

・福島交通飯坂線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、将来的にも維持を図る 

・藤田線、伊達線、 

伊達経由保原線、 

伊達経由掛田線、 

医大立子山経由飯野線、 

月の輪経由梁川線、 

大波経由掛田線、 

大平経由小浜線、小浜線、 

針道経由東和小学校線、 

塩沢線、医大経由二本松線、 

医大・川俣経由南相馬線 

（幹 福島交通） 

川俣高校線 

（幹 ジェイアールバス東北） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、事業性や地域の意向等を踏

まえて適切に維持を図る 

桑折線、 

月舘経由川俣線、 

伊達経由湯野線、 

フェスタ・本宮線 

（福島交通） 

幹：地域間幹線系統 

※ゲートウェイ：
本県の玄関
口となる空
港・新幹線駅 

《ゲートウェイ》 
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竜崎経由石川線 

木の崎経由長沼線 

三春線 

竹貫田線 

船引・川内線 

南タウン・向陽台団地線 

移経由葛尾線 

竜生線 

石川・蓬田線 

川内～小野～上三坂線 

母畑経由 

石川線 

新白河・石川線 

②県中圏域の地域公共交通ネットワーク将来像（イメージ図） 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、利用者が減少している路線を中心に、交通事業者・沿線自治体と連携して利用

促進に向けた検討・取組を進めます。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①については、地域間幹線系統の確

保・維持を図りますが、輸送量及び平均乗車密度が著しく低い地域間幹線系統があることから、路線

の見直しも含め、利用者の増加や確保・維持に向けた検討を交通事業者・沿線自治体と連携して進め

ます。 

また、広域交通と域内交通が接続するゲートウェイや圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネット

ワークの一体性の向上を図ります。 

なお、福島空港のアクセスについては、郡山～福島空港線のほか、県内全域及び隣県の一部を運行

エリアとした乗合タクシーがあることから、関係者と連携した周知広報・利用促進を図ります。 

  

蓬田線 

小野・石川線 

小野線 

古道線 

斎藤経由三春線 

仁田線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢
となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ
ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏
域間及び市町村間の移動を支える拠点 

郡山駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ
トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ
トワークの接続する要所となる拠点 

安積永盛駅 

磐梯熱海駅 

須賀川駅 

船引駅 

小野新町駅 

磐城石川駅 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸
（新幹線） 

○複数の都県・都市・圏域間をまたぐ広域的な

移動・連携を支える軸 

○様々な交流の基盤となり県民の生活を支え、
本県の活性化を促す重要な役割を持つ幹線
軸 

ＪＲ東北新幹線 

圏域間幹線軸
（在来線・ 
地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・
連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県
の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

ＪＲ東北本線、水郡線、 
磐越東線、磐越西線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役
割を持つため、将来的にも維持を図る 

・三春線、斎藤経由三春線、 
竜崎経由石川線、蓬田線、 
小野線、古道線、母畑経由石川
線、木の崎経由長沼線、 
竜生線、竹貫田線、仁田線、 
石川・蓬田線、小野・石川線、 
南タウン・向陽台団地線、 
移経由葛尾線、 
船引・川内線、新白河・石川線 

（幹 福島交通） 
川内～小野～上三坂線 
（幹 新常磐交通） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役
割を持つため、事業性や地域の意向等を踏
まえて適切に維持を図る 

・並木町経由須賀川線、 
清陵情報高校線、旧道経由須 

賀川線、百目木線、成田線、 
丸山線、古戸経由南沢線、 
名花線、宝木経由鮫川線、 
有実線、岩農線、 
フェスタ・本宮線、今坂・大信庁 

舎線、永田経由後川線、 
牧の内経由長沼車庫線 

（福島交通） 
勝田内・磐梯熱海駅線 
（会津乗合自動車） 

幹：地域間幹線系統  

 

福島空港     

※ゲートウェイ：
本県の玄関
口となる空
港・新幹線駅 

《ゲートウェイ》 
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③県南圏域の地域公共交通ネットワーク将来像（イメージ図） 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、利用者が減少している路線を中心に、交通事業者・沿線自治体と連携して利用

促進に向けた検討・取組を進めます。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①について、地域間幹線系統の確保・

維持を図ります。しかしながら、輸送量及び平均乗車密度が低いことから、路線の見直しも含め、利用

者の増加や確保・維持に向けた検討を交通事業者・沿線自治体と連携して進めます。 

また、広域交通と域内交通が接続するゲートウェイや圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネット

ワークの一体性の向上を図ります。 

  

新白河・石川線 

白棚線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢

となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ

ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏

域間及び市町村間の移動を支える拠点 

新白河駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ

トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ

トワークの接続する要所となる拠点 

白河駅 

磐城棚倉駅 

磐城塙駅 

鮫川村役場 

 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（新幹線） 

○複数の都県・都市・圏域間をまたぐ広域的な

移動・連携を支える軸 

○様々な交流の基盤となり県民の生活を支え、

本県の活性化を促す重要な役割を持つ幹線

軸 

ＪＲ東北新幹線 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

ＪＲ東北本線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、将来的にも維持を図る 

新白河・石川線 

（幹 福島交通） 

白棚線 

（幹 ジェイアールバス関東） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、事業性や地域の意向等を踏

まえて適切に維持を図る 

・刈敷坂・棚倉線、 

宝木経由鮫川線、 

今坂・大信庁舎線、塙・鮫川線、

東舘線、棚倉・塙線、真名子線、

高助線、川谷線、甲子線、 

由井ヶ原線、太陽の国線、 

勝負沢線 

（福島交通） 

 

幹：地域間幹線系統  

※ゲートウェイ：
本県の玄関
口となる空
港・新幹線駅 

《ゲートウェイ》 
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④会津圏域の地域公共交通ネットワーク将来像（イメージ図） 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、利用者が減少している路線を中心に、交通事業者・沿線自治体と連携して利用

促進に向けた検討・取組を進めます。 

なお、ＪＲ只見線については、平成２３年（２０１１年）の新潟・福島豪雨により被災し、県と沿線自治体

等が協議を重ね、上下分離方式により復旧・運行再開されていることから、地方創生及び利活用に向

けた取組を推進します。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①については、地域間幹線系統の確

保・維持を図るため、利用者の増加や確保・維持に向けた検討を交通事業者・沿線自治体と連携して

進めます。 

また、広域交通と域内交通が接続する圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネットワークの一体

性の向上を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

喜多方・坂下線 

坂下線 

塩川・喜多方線 

北会津線 

坂下・柳津線 

猪苗代・裏磐梯線 

本郷循環線 

永井野線 

河東・湊線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢

となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ

ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏

域間及び市町村間の移動を支える拠点 

会津若松駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ

トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ

トワークの接続する要所となる拠点 

喜多方駅 

猪苗代駅 

会津坂下駅・坂下営業所 

 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・ＪＲ磐越西線、只見線、 

・会津鉄道会津線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、将来的にも維持を図る 

・喜多方・坂下線、坂下・柳津線、 

本郷循環線、永井野線、 

河東・湊線、坂下線、 

塩川・喜多方線、 

北会津線、猪苗代・裏磐梯線 

（幹 会津乗合自動車） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、事業性や地域の意向等を踏

まえて適切に維持を図る 

･新鶴線、笈川線、大芦線、 

勝田内・磐梯熱海駅線、 

赤津・上戸線、勝田内・上戸線、

喜多方・大塩・裏磐梯線 

（会津乗合自動車） 

幹：地域間幹線系統  
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⑤南会津圏域の地域公共交通ネットワーク将来像（イメージ図）】 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、引き続き、交通事業者・沿線自治体と連携して利用促進に向けた検討・取組を進

めます。 

なお、ＪＲ只見線については、平成２３年（２０１１年）の新潟・福島豪雨により被災し、県と沿線自治体

が協議を重ね、上下分離方式により復旧・運行再開されていることから、地方創生及び利活用に向け

た取組を推進します。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①については、地域間幹線系統の確

保・維持を図りますが、輸送量及び平均乗車密度が著しく低いことから、利用者の増加や確保・維持に

向けた検討を交通事業者・沿線自治体と連携して進めます。 

また、広域交通と域内交通が接続する圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネットワークの一体

性の向上を図ります。 

 

  

檜枝岐線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢

となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ

ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏

域間及び市町村間の移動を支える拠点 

会津田島駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ

トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ

トワークの接続する要所となる拠点 

会津高原尾瀬口駅 

山口営業所 

 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・ＪＲ只見線 

・会津鉄道会津線 

・野岩鉄道会津鬼怒川線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、将来的にも維持を図る 

檜枝岐線 

（幹 会津乗合自動車） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、事業性や地域の意向等を踏

まえて適切に維持を図る 

枝松線、県立南会津病院線 

（会津乗合自動車） 

幹：地域間幹線系統  
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⑥相双・いわき圏域の地域公共交通ネットワーク将来像（イメージ図） 

本圏域は、隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・連携に必要となる圏域間幹線軸（在来線・

地域鉄道）について、利用者が減少している路線を中心に、交通事業者・沿線自治体と連携して利用

促進に向けた検討・取組を進めます。 

圏域内等の交流や、県民の生活に必要となる地域間幹線軸①については、当該圏域には福島第一

原子力発電所事故の影響による避難地域があり、被災地域の復興・再生や避難住民の帰還促進、生

活の利便性向上の他、福島国際研究教育機構の設立など福島イノベーション・コースト構想の進展と

連動した持続可能な地域公共交通ネットワークの構築が必要であることから、交通事業者・沿線自治

体と連携して避難地域地域間幹線系統の確保・維持を図ります。 

なお、広大な面積を有するいわき市に関しては、制度上の制約から国の支援が受けられないため、

適時適切な支援の検討を行い、広域路線同等のバス路線の確保・維持を図ります。 

その他、広域交通と域内交通が接続する圏域拠点、地域拠点の接続性を確保し、ネットワークの一

体性の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

医大・川俣経由南相馬線 

移経由葛尾線 

富岡～浪江線 

(急行)いわき－富岡線 

船引・川内線 

川内～富岡線 

川内～小野～上三坂線 
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【拠点の位置付け等】 

区 分 位置付け 拠点名 

圏域拠点 

○県の地域公共交通ネットワークにおいて中枢

となる拠点 

○各圏域の中心的な拠点であり、生活・ビジネ

ス・観光などの多様な目的の中心となり、圏

域間及び市町村間の移動を支える拠点 

原ノ町駅 

いわき駅 

地域拠点 

○各圏域において、広域的な地域公共交通ネッ

トワークと、域内を運行する地域公共交通ネッ

トワークの接続する要所となる拠点 

浪江駅 

富岡駅 

 

【軸の位置付け等】 

区 分 位置付け 路線名 

圏域間幹線軸

（在来線・ 

地域鉄道） 

○隣接する県間、圏域間等との広域的な移動・

連携を支える軸 

○市町村間等の交流、県民の生活を支え、本県

の活性化を促す重要な役割を持つ幹線軸 

・ＪＲ常磐線、磐越東線 

地域間 

幹線軸① 

○国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹

線系統確保維持費国庫補助金）を活用して

運行する広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、将来的にも維持を図る 

・医大・川俣経由南相馬線、 

移経由葛尾線、船引・川内線 

（幹 福島交通） 

・（急行）いわき～富岡線、 

川内～小野～上三坂線、 

川内～富岡線、富岡～浪江線 

（幹 新常磐交通） 

地域間 

幹線軸② 

○地域間幹線軸①以外の広域路線バス 

○圏域内等の交流や、県民の生活を支える役

割を持つため、事業性や地域の意向等を踏

まえて適切に維持を図る 

・車川経由原町線、 

立谷経由原町線 

（福島交通） 

幹：地域間幹線系統 
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３－３ 計画の目標 

基本理念及び本県が目指す将来の姿の実現に向けて、本計画の計画期間内に達成を目指すゴー

ルとして、計画の目標を次のとおり定めます。 

目標の達成状況を確認するため、それぞれの目標に対して評価指標を設定し、各年度のモニタリン

グ、あるいは計画最終年度での検証を行い、着実な計画の推進を図ります。 

なお、計画の期間が７年間であることから、５年目で中間評価するものとします。 

 

 計画の基本方針と目標の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針① 

安心・快適に暮らし続けることが

できる広域的な地域公共交通 

基本方針② 

誰もが分かりやすい・やさしい・

利用しやすい地域公共交通 

基本方針③ 

それぞれの関係者が主役となっ

てみんなで支える地域公共交通 

目標①県民や来訪者が安心しておでかけできる地

域公共交通ネットワークを構築する 

目標②様々な移動手段がシームレスにつながり、利

用しやすい環境を整える 

目標④交通・他分野の様々な主体が連携・協働

（共創）して地域公共交通を支える体制をつくる 

目標③将来にわたり地域公共交通サービスを提供

し続けられる運営・運行体制を整える 
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目標①県民や来訪者が安心しておでかけできる地域公共交通ネットワークを構築する 

○県民や来訪者等が安心しておでかけできるよう、広域的な移動ニーズに合わせて、地域公共交通

ネットワークを構築するとともに、移動ニーズの変化等に合わせて適切に見直し等を行い、持続可能

な交通サービスを確保・維持します。 

 

【評価指標】 

指 標 現況値 目標値 備 考 

乗合バスの年間利用者数 １４，９１０千人/年 

（令和４年度） 

１６，１４５千人/年 

（令和１２年度） 

 

第三セクター鉄道の年間利用

者数※ 

５６２千人 

（令和４年度） 

７２７千人 

（令和９年度） 

会津鉄道、野岩鉄

道 

広域路線バス（地域間幹線系

統）に対する県の公的負担額 

１５０，５５９千円/年 

（令和５年度） 

１５２，４３６千円/年 

（令和１２年度） 
 

※第三セクター鉄道の年間利用者については、会津鉄道及び野岩鉄道において経営健全化に関す 

る計画を策定していることから、令和１０年度以降の目標値は、当該計画と整合するよう別途適切な 

時期に検討する。 

 

 目標②様々な移動手段がシームレスにつながり、利用しやすい環境を整える 

○交通モード間やそれぞれの路線間が物理的にも、情報的にもシームレス（継ぎ目なく）につながり、

一体性の高い地域公共交通ネットワークを構築するとともに、誰もが地域公共交通を円滑に利用で

き、安心で快適な利便性の高い利用環境を整えます。 

 

【評価指標】 

指 標 現況値 目標値 備 考 

利用可能な路線バスにおける

キャッシュレス決済の利用率 
－ 

９０％以上 

（令和１２年度） 
 

バス事業者及び市町村※１にお

けるオープンデータ化割合 

２０．８％ 

（令和５年１２月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

鉄道駅のエレベーター設置率 

※２ 

８６．７％ 

（令和５年１２月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

※１：域内交通（予約型の運行除く）を運行する市町村が対象。 

※２：１日当たりの利用者数３千人以上及び２千人以上３千人未満で移動等円滑化基本構想（基本 

構想）の生活関連施設に位置付けられた鉄道駅が対象。 
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目標③将来にわたり地域公共交通サービスを提供し続けられる運営・運行体制を整える 

○地域公共交通に関わるそれぞれが主体となって、“自分ごと”として地域公共交通を捉える意識づ

くりを進め、安定的に地域公共交通サービスを提供し続けることができる、強固な事業環境を整えま

す。 

 

【評価指標】 

指 標 現況値 目標値 備 考 

市町村の地域公共交通計画策

定率 

３７．３％ 

（令和５年１２月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

乗合バスの運行本数に対する

乗務員の充足率 

９１．２％ 

（令和５年７月） 

１００％ 

（令和１２年度） 
 

 

目標④ 

交通・他分野の様々な主体が連携・協働（共創）して地域公共交通を支える体制をつくる 

○交通事業者間や市町村間との連携及び他分野との連携・協働（共創）を行い、利用者にとって利

便性及び魅力の高い地域公共交通サービスを提供するとともに、県全体で地域公共交通を支える

体制づくりを進めます。 

 

【評価指標】 

指 標 現況値 目標値 備 考 

広域路線バス（地域間幹線系

統）の収支率※１ 

３７．４％ 

（令和５年度） 

４８．４％ 

（令和１２年度） 
 

奥会津地域住民が、ＪＲ只見線

を地域のシンボルと認識してい

る割合※２ 

－ 
８０％以上 

（令和９年度） 
 

交通ネットワークや情報基盤が

十分に整備された地域に住ん

でいると回答した県民の割合 

３１．９％ 

（令和５年度） 

６６％以上 

（令和１２年度） 
 

※１：避難地域地域間幹線系統を除く。 

※２：奥会津地域住民が、ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識している割合については、只見線利活 

用推進協議会において只見線利活用計画を策定していることから、令和１０年度以降の目標値は当 

該計画と整合性を図るよう別途適切な時期に検討する。 
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３－４ 指標の算出方法と目標値の設定方法 

（１）目標①に関する指標 

【乗合バスの年間利用者数】 

指標の概要 

・県内を運行する乗合バス（路線バス・高速バス）の利用者数を対象として、 各 

事業者の輸送実績を基に年間利用者数を算出します。 

・乗合バス（路線バス・高速バス）の利用者数は、コロナ禍以前の５か年（平成 

２６年度～平成３０年度）の実績に基づくと、令和元年以降約１％の増加率で推 

移する予測でしたが、コロナ禍により大幅に利用者数が減少しています。 

・令和３年度以降、利用者数は増加・回復傾向にありますが、今後も継続して増 

加・回復することを目指し、コロナ禍以前の水準の年１％の増加率を目標にしま 

す。 

算定方法 
バス事業者からの聞き取り（毎年５月） 

※一般乗合旅客自動車運送事業輸送実績報告書に示す数値 

 

 目標値の算出根拠（乗合バス（路線バス・高速バス）の年間利用者数） 

  

コロナ禍以前は約１％の増加率で推移 

14,910 15,827 16,145

0
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（千人）
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【第三セクター鉄道の年間利用者数】 

 

指標の概要 

・福島県内を運行する第三セクター鉄道（会津鉄道（株）・野岩鉄道（株））の

年間利用者数の合計を算出します。 

・人口減少が進行する中においても、新型コロナウイルス感染症の影響からの

回復や利活用策を実施し、年間利用者の増加を図ります。 

算定方法 第三セクター鉄道事業者からの聞き取り（毎年５月） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 合 計 

令和２年度（実績） ４４９，７８６人 

令和３年度（実績） ５１５，９３５人 

令和４年度（実績） ５６１，６０１人 

令和６年度 ７６６，７１７人 

 

【広域路線バス（地域間幹線系統）に対する県の公的負担額】 

概 要 

・地域間幹線系統補助金の県の補助実績の総額を算出します。 

・指標「広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率」により、平均乗車密度が

向上し、密度カットの影響が緩和されることや、地域公共交通利便増進実施計

画による特例の適用がされた場合は密度カット要件自体が適用外となること

で、県の負担額は増加することが想定されますが、路線の再編・効率化により

系統数が整理されることも予想されるため、令和３年度～令和５年度の３か年

度平均と同程度の補助金を維持することを目標にします。 

※避難地域地域間幹線系統補助を受けて運行する広域路線バスを除く。 

算出方法 地域間幹線系統県補助額実績（毎年１１月） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 県補助額   

令和３年度（実績） １５９，０２５千円   

令和４年度（実績） １４７，７２５千円  直近３か年度の平均１５２，４３６千円 

令和５年度（実績） １５０，５５９千円   
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（２）目標②に関する指標 

【利用可能な路線バスにおけるキャッシュレス決済の利用率】 

指標の概要 

・利用可能な路線バスを対象として、キャッシュレス決済利用率を算出します。 

・キャッシュレス決済の普及を促進し、利用率９０％以上とすることを目標にしま

す。 

算出方法 バス事業者からの聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠 

福島県避難地域広域公共交通計画において、キャッシュレス決済利用率９０％以上としていることか

ら、同計画に準じる。 
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【バス事業者及び市町村におけるオープンデータ化割合】 

指標の概要 

・県内の路線バス事業者及び域内交通（予約型の運行を除く）を運行する市

町村におけるＧＴＦＳ－ＪＰデータの作成・オープンデータ化の件数を基に算出し

ます。 

・オープンデータ化を１００％とすることを目標にします。 

算定方法 バス事業者及び市町村への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠（令和５年１２月時点） 

圏 域 市町村名 作成状況  圏 域 市町村名 作成状況 

県 北 

福島市 一部公開済み  

会 津 

会津若松市 未作成 

二本松市 未作成  喜多方市 該当路線無し 

伊達市 公開済み  北塩原村 未作成 

本宮市 作成中  西会津町 未作成 

桑折町 該当路線無し  磐梯町 該当路線無し 

国見町 該当路線無し  猪苗代町 該当路線無し 

大玉村 未作成  会津坂下町 該当路線無し 

川俣町 該当路線無し  湯川村 該当路線無し 

県 中 

郡山市 該当路線無し  柳津町 未作成 

須賀川市 公開済み  三島町 未作成 

田村市 該当路線無し  金山町 該当路線無し 

鏡石町 該当路線無し  昭和村 未作成 

天栄村 該当路線無し  会津美里町 該当路線無し 

石川町 該当路線無し  

南会津 

下郷町 該当路線無し 

玉川村 該当路線無し  檜枝岐村 該当路線無し 

平田村 該当路線無し  只見町 公開済み 

浅川町 該当路線無し  南会津町 未作成 

古殿町 該当路線無し  

相 双 

相馬市 該当路線無し 

三春町 公開済み  南相馬市 未作成 

小野町 該当路線無し  広野町 未作成 

県 南 

白河市 未作成  楢葉町 未作成 

西郷村 該当路線無し  富岡町 未作成 

泉崎村 該当路線無し  川内村 未作成 

中島村 該当路線無し  大熊町 未作成 

矢吹町 該当路線無し  浪江町 該当路線無し 

棚倉町 該当路線無し  双葉町 未作成 

矢祭町 該当路線無し  葛尾村 該当路線無し 

塙町 該当路線無し  新地町 該当路線無し 

鮫川村 公開済み  飯舘村 該当路線無し 

  いわき いわき市 該当路線無し 

オープンデータ化率（５／２４） ２０．８％ 

※定時定路線型の乗合バス・タクシーを対象としており、ＧＴＦＳデータの作成ができない予約型交通を 

除く。 

※ＧＴＦＳデータの作成は受託交通事業者が作成する場合も含む。  
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事業者名 作成状況 

福島交通（株） 公開済み 

会津乗合自動車（株） 公開済み 

新常磐交通（株） 未作成 

ＪＲバス東北（株） 未作成 

ＪＲバス関東（株） 未作成 

東北アクセス（株） 未作成 

 

【鉄道駅のエレベーター設置率】 

指標の概況 

・１日当たりの利用者数３千人以上及び２千人以上３千人未満で基本構想の

生活関連施設に位置付けられた鉄道駅を対象とし、エレベーターの設置有無

により設置率を算出します。 

・対象の駅においては、エレベーターの設置率を１００％とすることを目標にしま

す。 

算定方法 市町村への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠 

№ 駅 名 令和４年度利用者数 エレベーター設置の有無 

１ 郡山駅 ２８，６２０人 有 

２ 福島駅 ２６，３６４人 有 

３ いわき駅 ９，３２４人 有 

４ 新白河駅 ４，８１４人 有 

５ 安積永盛駅 ４，６５４人 無 

６ 金谷川駅 ４，６０６人 有 

７ 泉駅 ４，０２２人 有 

８ 会津若松駅 ３，９２８人 有 

９ 須賀川駅 ３，７７４人 無※設置工事中 

１０ 湯本駅 ３，１６４人 有 

１１ 二本松駅 ２，６４４人 有 

１２ 南福島駅 ３，０４０人 有 

１３ 植田駅 ３，０２２人 有 

１４ 本宮駅 ２，７４４人 有 

１５ 相馬駅 ２，０１８人 有 

設置率（１３／１５） ８６．７％ 
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（３）目標③に関する指標 

【市町村の地域公共交通計画策定率】 

指標の概要 

・地域交通法に基づく地域公共交通計画を策定する市町村数の割合を算出し

ます。 

・地域公共交通計画策定に係る支援等を実施し、市町村の計画策定率１００ 

％とすることを目標にします。 

算定方法 市町村からの聞き取り（毎年５月） 

  

 目標値の算出根拠（令和５年１２月時点） 

圏 域 市町村名 策定状況  圏 域 市町村名 策定状況 

県 北 

福島市 策定済み  

会 津 

会津若松市 策定済み 

二本松市 策定済み  喜多方市 策定済み 

伊達市 策定済み  北塩原村 策定済み 

本宮市 策定済み  西会津町 未策定 

桑折町 未策定  磐梯町 未策定 

国見町 未策定  猪苗代町 未策定 

大玉村 策定済み  会津坂下町 未策定 

川俣町 計画期間満了  湯川村 未策定 

県 中 

郡山市 策定済み  柳津町 未策定 

須賀川市 策定済み  三島町 未策定 

田村市 策定済み  金山町 未策定 

鏡石町 未策定  昭和村 未策定 

天栄村 未策定  会津美里町 策定済み 

石川町 策定済み  

南会津 

下郷町 未策定 

玉川村 策定済み  檜枝岐村 未策定 

平田村 未策定  只見町 未策定 

浅川町 未策定  南会津町 策定済み 

古殿町 未策定  

相 双 

相馬市 未策定 

三春町 策定済み  南相馬市 計画期間満了 

小野町 未策定  広野町 未策定 

県 南 

白河市 策定済み  楢葉町 策定済み 

西郷村 計画期間満了  富岡町 未策定 

泉崎村 未策定  川内村 未策定 

中島村 未策定  大熊町 未策定 

矢吹町 策定済み  浪江町 未策定 

棚倉町 計画期間満了  双葉町 未策定 

矢祭町 未策定  葛尾村 未策定 

塙町 策定済み  新地町 未策定 

鮫川村 策定済み  飯舘村 未策定 

    いわき いわき市 策定済み 

策定率（２２／５９）  ３７．３％ 

※策定済みには地域公共交通網形成計画も含む。網掛け市町は令和５年度中に地域公共交通計

画策定予定（計画期間満了による後継の地域公共交通計画策定も含む）。  
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【乗合バスの運行本数に対する乗務員の充足率】 

指標の概要 

・ バス事業者に対する調査を行い、調査時点での乗務員数とバスの運行本数

を維持するために必要となる乗務員数を確認し、充足率を算出します。 

・ バスの運行本数を維持するために必要となる乗務員の充足率１００％とする

ことを目標にします。 

算定方法 バス事業者への聞き取り（随時） 

 

 目標値の算出根拠（乗務員の充足率） 

令和５年７月時点の乗務員数 令和６年４月時点で必要な乗務員数 充足率 

９２２人 １，０１１人 ９１．２％ 
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（４）目標④に関する指標 

【広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率】 

指標の概要 

・ 地域公共交通確保維持事業の地域間幹線系統補助を受けて運行する広域

路線バスの収入額を運行経費で除して算出します。 

・ 人口減少が進展する中においても、利便性向上や効率的なダイヤ編成によ

り、地域間幹線系統が輸送量１５人／日を達成することを目標にします。 

※現時点で輸送量１５人／日を達成している系統は現状維持。下回る系統は

１５人／日として算出。 

※避難地域地域間幹線系統補助を受けて運行する広域路線バスを除く。 

算定方法 地域間幹線系統補助実績（例年１１月） 

 

 目標値の算出根拠（広域路線バス（地域間幹線系統）の収支率） 

年 度 収支率 

令和５年度（実績） ３７．４％ 

令和１２年度 ４８．４％ 

 

【奥会津地域住民が、ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識している割合】 

指標の概要 

・ 奥会津地域（柳津町・三島町・金山町・只見町の４町）住民がＪＲ只見線を

地域のシンボルと認識している割合を算出します。 

・ 地域の象徴や誇らしさの対象として只見線が認識される、また、只見線の存

在が心の拠り所となり、暮らしの中の安心感につながるといった、地域住民の

精神的支柱や心の支え（誇らしさ）となる価値を高めることを目指します。 

算定方法 奥会津地域住民アンケート調査（予定） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 ＪＲ只見線を地域のシンボルと認識していると回答した割合 

令和５年度（実績） － 

令和９年度 ８０％以上 
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【交通ネットワークや情報基盤が十分に整備された地域に住んでいると回答した県民の割合】 

指標の概要 

・ 交通ネットワークや情報基盤が十分に整備されたと回答した県民の割合を

算出します。 

・ 交通事業者や市町村との連携等を行い、利用者にとって利便性が高く、魅

力の高い地域公共交通サービスを提供することを目指します。 

算定方法 県政世論調査（毎年１０月～１１月頃） 

 

 目標値の算出根拠 

年 度 「はい」または「どちらかと言えば「はい」」と回答した割合 

令和５年度（実績） ３１．９％ 

令和１０年度 ５９．５％ 

令和１２年度 ６６．０％以上 
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４．目標達成のための施策及び事業 
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【ふくしまの将来の姿】 

４－１ 施策体系 

本計画の目標達成のために行う施策体系を次のとおり定めます。 

なお、施策については、地域公共交通を取り巻く課題と、目標及び施策の関係性を以下の

とおり示します。※課題と目標は特に関係性が強いものを線で結んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本県の地域公共交通を取り巻く課題】 

高齢者や高校生を始めとした県民の移動ニーズに対応した広域的な路線バスの

確保・維持が必要 

市町村間・圏域間・県境間の移動を支える鉄道の確保・維持が必要 

生活交通及び観光交通の両面から高速バスの適切な確保・維持が必要 

データ利活用による運行計画等への検討・反映が必要 

広域的な地域公共交通と各市町村の域内交通との連携強化が必要 

利用者が安心・快適に地域公共交通及び駅等拠点施設を利用することができる

利用環境の充実が必要 

キャッシュレス決済の利用促進による利便性向上が必要 

地域公共交通のオープンデータ化の推進及びデータ利活用による情報発信の強

化が必要 

アフターコロナの観光需要やビジネスでの来訪者を確実に取り込むため、便利で

利用しやすい地域公共交通の充実が必要 

自家用車以外の移動手段の選択肢として、地域公共交通の利用に対する県民意

識の醸成が必要 

交通モード間や事業者間、異業種間などでの連携・協働（共創）による、人的・物

的資源の有効活用が必要 

乗務員の確保による地域公共交通サービスの安定的な運営基盤の構築が必要 

市町村における主体的な計画策定、県計画との適切な連携・役割分担が必要 

市町村に対する支援（講師招へいによる勉強会の開催や各種情報の水平展開

等）が必要 

目標① 

県民や来訪者が安心しておでかけできる地域公

共交通ネットワークを構築する 

 

 

目標② 

様々な移動手段がシームレスにつながり、利用し

やすい環境を整える 

 

目標③ 

将来にわたり地域公共交通サービスを提供し続け

られる運営・運行体制を整える 

 

施策１ 広域的な地域公共交通の確保・維持 

事業１-１ 広域的な地域公共交通に対する継続的な支援 

事業１-２ 広域的な路線バスの再編・見直しの実施 

事業１-３ 鉄道の適切な確保・維持に向けた設備整備等の実施 

事業１-４ 高速バスの適切な確保・維持に向けた検討 

施策２ 交通ネットワークをつなぐ接続環境等の整備 

事業２-１ 接続性の向上及び関係者による情報共有スキームの構築 

事業２-２ 交通拠点の利用環境整備の推進 

事業２-３ 車両購入（バリアフリー対応）に対する継続的な支援 

施策３ デジタル技術を活用した地域公共交通サービスの効率化・利便 

性向上 

事業３-１ 地域公共交通のオープンデータ化及びデータ利活用による情 

報発信強化 

事業３-２ キャッシュレス決済の普及 

施策４ 効率的・持続的な運営・運行体制の確立 

事業４-１ 地域公共交通に係る利用実績データの利活用方策の確立 

事業４-２ 地域公共交通の確保・維持、活性化に向けた新技術活用の研 

究 

事業４-３ 市町村及び圏域における計画策定等に係る支援 

事業４-４ 乗務員確保の推進 

基本方針①に対応 

基本方針①・基本方針②に対応 

 

基本方針① 

安心・快適に暮らし続けることができ

る広域的な地域公共交通 

基本方針② 

誰もが分かりやすい・やさしい・利用し

やすい地域公共交通 

基本方針③ 

それぞれの関係者が主役となってみ

んなで支える地域公共交通 

基本方針③に対応 

「ひと」「暮らし」「しごと」が調和しながら 

シンカ（深化、進化、新化）する豊かな社会 

施策５ 全県的な地域公共交通の利用に対する意識醸成の推進 

事業５-１ 地域・企業・学校等と連携したモビリティ・マネジメントの推進 

事業５-２ 接続性の向上及び関係者による情報共有スキームの構築 

（再掲） 

目標④ 

交通・他分野の様々な主体が連携・協働（共創）し

て地域公共交通を支える体制をつくる 

 基本方針③に対応 

【基本理念】 

活力ある持続可能な地域社会の実現に寄与する地域公共交通 
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４－２ 各事業の内容 

施策１：広域的な地域公共交通の確保・維持 

■ 事業１－１ 広域的な地域公共交通に対する継続的な支援                          

（実施主体：国、県、市町村） 

   広域路線バスについては、国の補助事業である地域公共交通確保維持改善事業費補助金の地

域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金・車両減価償却費等国庫補助

金）との協調補助による財政的な支援を継続的に実施し、確保・維持を図ります。 

   国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金等）については、先

述の地域公共交通ネットワーク将来像のうち、地域間幹線軸①に対して活用するものとします。 

   なお、地域間幹線軸①の各路線の役割及び確保・維持の必要性（補助事業活用の必要性）は別

表のとおりです。 

 

【広域的な地域公共交通に対する主な補助金及び交付金（令和５年度（２０２３年度）時点）】 

補助金名 概 要 補助対象事業者 補助率 

福島県地域公共交通確保 

維持改善事業費補助金 

日常生活に必要な地域間幹線系

統バス路線の運行維持に要する

経費（地域間幹線系統確保維持

費・車両減価償却費等）を補助す

る。 

乗合バス事業者 １／２以内 
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   その他にも、県単独補助である福島県市町村生活交通対策事業補助金等による財政的な支援を

継続的に実施し、広域交通に接続する域内交通の充実により、広域的な地域公共交通の確保・維持

を図ります。 

   鉄道（地域鉄道）についても、国の補助事業である地域公共交通確保維持改善事業費補助金の

地域公共交通バリア解消促進等事業（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）などとの協調補助等

による財政的な支援を継続的に行い、確保・維持を図ります。 

 

【広域的な地域公共交通に対する主な補助金及び交付金（令和５年度（２０２３年度）時点）】 

補助金名 概 要 補助対象事業者 補助率 

福島県市町村生活交通対策

事業補助金 

生活交通の確保を図るため、地域

の実情に応じて主体的に生活交

通路線の運行に要する経費を補

助する。 

市町村 
２／３～ 

１／２４ 

福島県地域公共交通活性化

事業補助金 

持続可能な公共交通網の構築を

図るため、地域公共交通計画策定

や実証運行に要する経費を補助

する。 

市町村または地域 

交通法に基づく法 

定協議会 

１／４ほか 

福島県運輸事業振興助成 

交付金 

公共輸送機関の運送力の確保、

輸送コストの上昇の抑制等に資す

るために交付金を交付する。 

バス事業者または 

トラック事業者で 

構成される団体 

定額 

福島県鉄道軌道輸送対策 

事業費補助金 

輸送の継続、安全性の向上に資す

るため、鉄道事業に係る設備整備

等に要する経費を補助する。 

会津鉄道（株）、 

野岩鉄道（株）、 

福島交通（株） 

１／３または

１／６ 

福島県阿武隈急行緊急保全

整備事業費等補助金 

地域振興及び住民福祉増進に寄

与するため、鉄道事業に係る設備

整備等に要する経費を補助する。 

阿武隈急行（株） １／４ 

福島県会津鉄道経営安定化

補助金 

経営の安定化を図るため、鉄道事

業の経常損失額を補助する。 
会津鉄道（株） ７／１０ 

福島県野岩鉄道経営安定化

補助金 

経営の安定化を図るため、鉄道事

業の経常損失額を補助する。 
野岩鉄道（株） ３８．５／１００ 
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■ 事業１－２ 広域的な路線バスの再編・見直しの実施                              

（実施主体：バス事業者、県、市町村） 

   広域路線バス（地域間幹線系統）の確保・維持に向けて、課題の大きい路線を対象として、一定

の利用が見込めること（利便性向上、輸送量の維持等）と、効率的な運行であること（平均乗車密度

の増加等）のバランスがとれた運行内容に再編・見直しを実施します。 

   再編・見直しに当たっては、各路線の現状・課題を踏まえつつ、下記の考え方に基づいて実施しま

す。なお、当施策に基づき実施する事業については、別途作成を予定する利便増進実施計画におい

て、利便増進事業として位置付けるものとします。 

 地域公共交通利便増進事業の概要 

地域公共交通の利用者の利便を増進するための路線等の編成や事業内容の変更、等間隔運行

や定額乗り放題運賃の設置等を行う事業 

【再編・見直しの基本的な考え方】 

需要の集約化 

○並行・重複する路線等に分散している利用を束ねて集約化する 

○各種送迎バス（病院送迎バス、通学用バス等）を統合することで混乗を推

進する 

○交通拠点で域内交通と接続させる 

利便性の向上 

○広域的な移動需要が見込まれる施設や、住宅地等を経由するルートに見

直して需要を取り込む 

○運行間隔の平準化等により平均待ち時間の短縮や分かりやすさの向上

を図る 

運行の効率化 
○利用の少ない路線・区間を見直して効率化する 

○利用に見合った適正なサービス水準に見直して効率化する 

 再編・見直しのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運
行
の
効
率
化

利
便
性
の
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需
要
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集
約
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運行ダイヤの調整 経路の延伸

系統の分割経路の短縮

関連路線の統合

広域路線に対して経路が重
複する域内路線バスを統合

広域バス路線の活用

広域路線バスの経路見直しに
より域内交通等の運行経路
をカバー

域内交通からの需要集約

域内交通の経路見直しによる
広域路線バスへの需要集約

運行経路が重複する場合な
ど、ダイヤの調整による運行
間隔の平準化

移動需要の高い施設等への
延伸及び乗り入れによる利便
性向上

利用実態に応じて、利用が少
ない区間の経路を短縮

長大な経路となっている路線
を利用実態などに応じて系
統を分割
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 鉄道事業再構築事業の概要 

大量輸送機関としての鉄道の特性を活かした地域旅客運送サービスの持続可能な提供が困難な

路線（全部又は一部の区間）を対象に、地方公共団体等の支援を受けつつ事業構造の変更を行うと

ともに、利用者利便の確保を図る事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典：国土交通省資料 

 

■ 事業１－４ 高速バスの適切な確保・維持に向けた検討                          

（実施主体：バス事業者、県、市町村） 

   高速バスについて、今般の新型コロナウイルス感染症感染拡大時のように、急激な利用者減少に

より事業継続が困難となるおそれがある等緊急時において、支援が必要であると認められる場合に

は、国の財源を活用するなどして支援を検討します。 
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施策２：交通ネットワークをつなぐ接続環境等の整備 

■ 事業２－１ 接続性の向上及び関係者間における情報共有スキームの構築              

（実施主体：県、交通事業者、市町村） 

   鉄道駅等の交通拠点において鉄道・広域路線バス・高速バス・域内交通等を乗り継いで目的地

へ移動できるよう、乗継時間の短縮や拠点周辺での用足し（買物等）などを考慮して、乗場設定や

ダイヤ調整等の検討を行います。 

   地域公共交通同士のダイヤ接続性を維持・向上するため、交通事業者間での情報共有に向けた

関係性を構築します。 

   交通事業者間での円滑な情報共有を促すため、県や市町村（地域公共交通会議などの協議体

含む）が仲介役として事業者に働きかけ、関係性の構築を支援します。 

   将来的には、情報共有だけではなく、事業者間の「共創」に向けて、連携した取組の展開などに向

けた働きかけも実施します。 

 

■ 事業２－２ 交通拠点の利用環境整備の推進                                   

（実施主体：交通事業者、国、県、市町村） 

   鉄道駅等の主要な交通拠点※において、交通結節機能（乗場案内、乗り継ぎ案内、行先表示等）

を備えた総合案内板、乗場案内サイン、バス停盤面等の整備・改善を推進します。なお、訪日外国人

観光客が利用しやすい環境を確保するため、多言語化表記も含めて推進します。 

※地域公共交通ネットワークの将来像の圏域拠点及び地域拠点 

   また、地域公共交通を乗り継ぐ際に、安心・快適に地域公共交通を待つことができる待合環境の

整備や、待合場に地域公共交通の運行情報の掲示を可能な範囲で実施します。 

   バリアフリー化の推進に当たっては、国の制度を活用し、その活用方法について関係者へ助言する

とともに、鉄道駅へのエレベーター設置に要する費用を負担する市町村に対する支援を継続的に実

施し、段差解消によるバリアフリールートの確保を推進します。 

 
 多言語化されたバス案内（会津若松駅） 
 

  

デジタルサイネージ上

で、日本語表記と併せ

て英語表記を展開 
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（エレベーター） 

（屋根付連絡通路・誘導ブロック） 

 エレベーター設置等によりバリアフリールートが確保された駅（ＪＲ南福島駅） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

■ 事業２－３ 車両購入（バリアフリー対応）に対する継続的な支援                       

（実施主体：国、県） 

  歩行が困難な方やベビーカー保持者等、誰もが利用しやすい車両の購入について、バス車両を

購入する交通事業者に対し、継続的に支援します。（国との協調補助である「福島県地域公共交

通確保維持改善事業費補助金」において、ＥＶバスの購入も可能であるため、同補助金による継

続的な支援の実施） 

  

出典：東日本旅客鉄道（株） 

出典：福島交通（株） 
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施策３： デジタル技術を活用した地域公共交通サービスの効率化・利便性向上 

■ 事業３－１ 地域公共交通のオープンデータ化及びデータ利活用による情報発信強化       

（実施主体：県、交通事業者、市町村） 

   県内のバス路線（広域路線バス及び域内路線バス）の運行情報等のＧＴＦＳ－ＪＰデータ作成及び

オープンデータ化に向けて、「（仮称）福島県版公共交通データ基盤（プラットフォーム）」の構築検

討を行います。 

   また、交通事業者及び市町村におけるＧＴＦＳ－ＪＰデータ作成の促進やＭａａＳの展開を推進する

ため、関係者による意見交換のほか、専門の講師を招へいし、勉強会等を開催する等、技術的な支

援を行います。 

   ＧＴＦＳ－ＪＰデータ等を活用した経路検索サービスや、デジタルサイネージ等による複数交通モー

ド（鉄道・広域路線バス・高速バス・域内路線バス等）の一体的な情報発信など、活用方法の検討を

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Samurai.MaaS（会津圏域） 

〇会津圏域で展開する、様々な公共交通機関のデジタルチケットを購入できるアプリケーション。 

〇市内循環バス、高速バス、ＪＲ東日本、会津鉄道、シャトルバス、観光施設等のチケットの購入が可能。 

  

 ＧＴＦＳデータのワンソースマルチユース 
（合同会社ＭｏＤｉｐ諸星代表講演資料より抜粋） 

 福島県主催のオープンデータ化勉強会の開催 
状況（令和５年１０月） 
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■ 事業３－２ キャッシュレス決済の普及                                          

（実施主体：バス事業者、県、市町村） 

   路線バスのキャッシュレス決済の普及を促進し、利用者の利便性向上による観光客・来訪者を含

めた利用の増加や、現金収受・両替解消による運行の定時性確保、バス運転手の負担軽減を図りま

す。 

   データを活用した運行ダイヤの改善・効率化、地元商店街等と連携したポイント付与による地域経

済の活性化などを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NORUCA 

出典：福島交通（株） 

LOCOCA 

出典：新常磐交通（株） 
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施策４：効率的・持続的な運営・運行体制の確立 

■ 事業４－１ 地域公共交通に係る利用実績データの利活用方策の確立                  

（実施主体：交通事業者、県、市町村） 

   ＩＣカードから得られる日常的な利用実績などのデータについて、地域公共交通の取組の検証や、

効率的な運行への見直しの検討材料等として活用するなど、有効・有益な活用方策の検討を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 事業４－２ 地域公共交通の確保・維持、活性化に向けた新技術活用の研究                 

（実施主体：交通事業者、県、市町村） 

   地域公共交通の確保・維持による地域の活性化に向けて、ＡＩやＩＣＴなどの新たな技術の活用に

関して、事業者間での情報共有を図る仕組みづくりや、先進事例の収集・情報提供などを行います。 

   また、県内では自動運転車両の本格運行に向けて、実証運行の展開が進められていることから、

実証運行に要する経費に対する支援を継続して行うとともに、これらに関する情報（実施に当たって

の課題、実施による効果など）について、市町村や交通事業者へのヒアリングを実施し、その結果に

ついて他の交通事業者・市町村への情報共有を行います。 

 県内の自動運転導入に向けた動き（田村市） 

田村市では、市民の移動手段や生活交通を拡充することで、市民の外出機会を創出するとともに、 

地域経済の活性化を図るため、中心市街地を対象とした公道での自動運転車両の運行に係る実証実 

験を実施。（令和５年（２０２３年）１２月） 

  

  

 

  

〇ＩＣカードから得られる利用 

実績データを基に、便ごと・ 

バス停留所ごとにグラフ化し 

た分析や、地図情報等との 

組み合わせによる可視化分 

析を実施。 

〇収集したデータを基に、関 

係者間での協議・調整を実 

施し、具体的な改善に向けた 

検討を実施。 

経路図とバス停別 

利用状況を可視化 

出典：田村市 
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■ 事業４－３ 市町村及び圏域における計画策定等に係る支援                          

（実施主体：国、県） 

   市町村及び圏域における地域公共交通計画の策定に当たり、各種調査の実施や計画策定に要

する費用に対する支援を継続します。 

   また、地域公共交通の様々な課題解決に取り組む人材を育成するための勉強会等を開催するとと

もに、計画を策定していない市町村に対して、策定していない・できない理由などのヒアリングを実施

し、策定上の課題を明らかにした上で必要な支援策を検討します。 

 

■ 事業４－４ 乗務員確保の推進                                             

（実施主体：交通事業者、県、市町村） 

   乗務員不足などの運行面での課題を抱える交通事業者の運営基盤の確保に向けて、大型二種

免許取得等に係る支援のほか、合同就職説明会の開催支援や積極的な情報発信などを行います。 

   交通事業者や関係団体との意見交換などを行い、乗務員の確保に向けて、労働環境等の改善や、

業界のイメージアップに向けた方策などを検討します。 

   なお、事業の展開に当たっては、県や市町村で進める雇用促進や女性活躍に係る取組などとの連

携を図ります。 

 

 バス運転手合同就職説明会 

公益社団法人福島県バス協会では、県内の複数のバス事業者が参加する、合同就職説明会のイベ 

ントを開催している。 

イベントでは、各社の説明会だけではなく、バスの展示や運転体験なども行うことで、より働き方をイ

メージしやすく、就職意欲へつながるような取組を実施している。 

 

  

出典：（公社）福島県バス協会 
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（連携が想定される取組例） 

 「『感働！ふくしま』プロジェクト」ポータルサイト（企業情報サイト） 

県では、県内で働きたい方を応援するため、専用ポータルサイトを運営し、企業情報、求人情報、企

業のＰＲ動画、就職支援イベント情報等を提供している。 

 

 ふるさと福島就職情報センター、ふくしま生活・就職応援センター（就職相談窓口） 

県では、県内外８カ所に就職相談窓口を設置し、専任の相談員による就職相談、職業紹介、セミナ

ーや企業面接会の開催、応募書類の作成支援、面接練習等のきめ細かな支援を実施している。 

 

 女性活躍応援ポータルサイト「キラっとふくしま」 

県では、県内での女性の活躍推進に向けて、女性活躍に取り組んでいる企業の紹介や、やりがいや

充実感をもって「自分らしさ」を活かしている女性ロールモデル（キラっとさん）を紹介している。 

 

  

出典：福島県 
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施策５：全県的な地域公共交通の利用に対する意識醸成の推進 

■ 事業５－１ 地域・企業・学校等と連携したモビリティ・マネジメントの推進                  

（実施主体：県、市町村、交通事業者、地域の利用者） 

・   地域公共交通を上手に利用するための意識変化を促す「モビリティ・マネジメント手法」を用い

て、地域や企業・学校等の多様な主体に働きかけ、協働しながら取組を検討・実施します。 

・   また、地域公共交通は、単なる移動手段だけでなく、まちづくりや観光等の様々な分野において

拠点や都市機能として、地域の活性化に寄与する重要な資源、財産であることから、果たしている

役割はもとより、地域公共交通に親しみを持ってもらう「マイレール・マイバス意識」の醸成を図りま

す。（例：只見線利活用計画や、魅力・情報発信事業の実施） 

・   本県で実施している「バス・鉄道利用促進デー」を継続的に実施し、定期的に実施内容の見直

しを行うとともに、運転免許証返納者支援事業「運転卒業サポート」や安全運転窓口、安全運転

相談ダイヤル＃８０８０（シャープハレバレ）の周知強化を図り、公共交通の利用を促すほか、県内

の交通事業者や市町村のモビリティ・マネジメントの取組を、会議などで共有し、県全体で情報共

有や水平展開します。 

・   その他、自家用車から鉄道やバスへ転換することで、二酸化炭素排出量の削減が期待できるた

め、カーボンニュートラルの実現に向けて、関係各所との連携を推進します。 

 

 モビリティ・マネジメントの実施イメージ 

区 分 対 象 概 要 

学校 生徒・児童 

○高校生等を対象に、学校側の協力を得ながら、入学時に情報提
供や働きかけを実施し、通学等の移動に地域公共交通を利用す
る意識を醸成 

〇小・中学生を対象として、バスの乗り方教室や、バスの乗車体験な
どを実施し、地域公共交通に対するイメージを改善 

企業 
（通勤） 

就労者 
・企業 

○市内に立地する企業やその就労者を対象に、情報提供や働きか
けを実施し、通勤時や業務時間等の自動車利用を抑制する意識
を醸成 

居住者 居住者 
○公共交通の大幅な見直しを実施する地域の居住者等を対象に、
情報提供や働きかけを実施し、日常の移動に地域公共交通を利
用する意識を醸成 

転入者 転入者 
○市外からの転入者を対象に、情報提供や働きかけを実施し、地域
公共交通を利用したライフスタイルを提案 
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 ＪＲ只見線の取組 

平成２３年（２０１１年）７月に発生した新潟・福島豪雨で、会津川口駅～只見線駅が不通となったＪＲ 

只見線では、県と沿線自治体等が協議を重ね、上下分離方式により復旧・運行再開が実現した。 

  只見線の利活用と、それによる地方創生を目指す「只見線利活用計画」を策定し、現在は２期目と

なる利活用計画に基づき、只見線を未来に残していくため、只見線の価値や重要性を地域住民が認

識し、守っていくという強い意志（マイレール意識）の醸成や、只見線の更なる利活用の推進、鉄道を活

かした沿線地域の活性化を図っている。 

 

  

出典：福島県 
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 バス・鉄道利用促進デー 

県では、毎月１日・１１日・２１日にバス・鉄道利用促進デーを実施しており、地域公共交通の利用を

促進。 

 

 運転卒業サポート 

県では、市町村や県警と連携し、免許返納の促進に向け、運転経歴証明書の提示により、協賛店で

様々な特典・サービスを受けられる取組を実施。 

 

 安全運転相談窓口、安全運転相談ダイヤル 

身体機能の変化等により安全運転に不安がある運転者等に対する運転免許証の自主返納制度及 

び自主返納者に対する各種支援策の広報啓発を実施。 

 

出典：福島県 
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福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
・
伊
達
市
・
桑
折
町
・
国
見
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で

す
。
並
行
し
て
Ｊ
Ｒ
東
北
本
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
系
統
沿
線
に
は
複
数
の
学
校

や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
通
勤
・
通
学
・
通
院

等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が

求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北

 
伊
達
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

北
福
島
医
療

 

セ
ン
タ
ー

 

福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
伊
達
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行

し
て
Ｊ
Ｒ
東
北
本
線
及
び
第
三
セ
ク
タ
ー
鉄
道
の
阿
武
隈
急
行
線
が
運
行
し
て
い
ま

す
。
系
統
沿
線
に
は
複
数
の
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た

地
域
住
民
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北

 
伊
達
経
由

 

保
原
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

猫
川

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
保
原
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行

し
て
Ｊ
Ｒ
東
北
本
線
及
び
第
三
セ
ク
タ
ー
鉄
道
の
阿
武
隈
急
行
線
が
運
行
し
て
い
ま

す
。
系
統
沿
線
に
は
複
数
の
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た

地
域
住
民
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北

 
伊
達
経
由
掛

 

田
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

掛
田
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
霊
山
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
伊
達

市
霊
山
地
域
と
同
市
保
原
地
域
を
結
ぶ
唯
一
の
系
統
で
す
。
系
統
沿
線
に
は
複

数
の
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動

手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助
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圏
 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

県
北

 
医
大
立
子
山

 

経
由
飯
野
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

飯
野
町

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
飯
野
地
区
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線

で
す
。
福
島
県
立
医
科
大
学
附
属
病
院
を
経
由
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の

日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め

ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北

 
月
の
輪
経
由

 

梁
川
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

塩
野
川

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
梁
川
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行
し

て
第
三
セ
ク
タ
ー
鉄
道
の
阿
武
隈
急
行
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
主
と
し
て
伊
達
市

梁
川
地
域
か
ら
同
市
の
中
心
市
街
地
へ
の
移
動
や
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住

民
の
移
動
を
支
え
て
い
ま
す
。
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と

し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
北

 
月
の
輪
経
由

 

保
原
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

保
原
バ
ス

 

セ
ン
タ
ー

 

福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
保
原
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行
し

て
第
三
セ
ク
タ
ー
鉄
道
の
阿
武
隈
急
行
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
主
と
し
て
鉄
道
駅

か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
移
動
を
支
え
て
い
ま
す
。
系
統
沿
線
に
は
複
数
の
学
校

や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し

て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
令
和

7
年

1
0
月
～

 

月
の
輪
経
由
梁
川
線
に

統
合
予
定
）

 

県
北

 
大
波
経
由

 

掛
田
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

掛
田
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
伊
達
市
霊
山
地
域
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
両
市

間
の
移
動
や
、
福
島
市
大
波
地
区
か
ら
同
市
の
中
心
市
街
地
へ
の
移
動
を
支
え
、

系
統
沿
線
に
は
複
数
の
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の

日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め

ら
れ
ま
す

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北

 
大
平
経
由

 

小
浜
線

 

二
本
松
営
業
所

 

・
岩
代
支
所

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
二
本
松
市
岩
代
地
域
（
旧
岩
代
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
系
統
沿
線
で
の
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移

動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
北

 
小
浜
線

 
二
本
松
営
業
所

 

・
岩
代
支
所

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
二
本
松
市
岩
代
地
域
（
旧
岩
代
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
系
統
沿
線
で
の
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移

動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）
令
和

7
年

1
0
月
～

 

県
北

 

針
道
経
由

 

東
和
小
学
校

 

線
 

二
本
松
営
業
所

 

・
東
和
小
学
校

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
二
本
松
市
東
和
地
域
（
旧
東
和
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
東
和
地
域
に
は
鉄
道
が
な
く
、
系
統
沿
線
で
の
通

学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の

維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
北

 
塩
沢
線

 
二
本
松
営
業
所

 

・
塩
沢
温
泉

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
二
本
松
市
塩
沢
地
区
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間
を
結
ぶ
バ
ス
路

線
で
す
。
観
光
地
の
塩
沢
温
泉
等
に
も
ア
ク
セ
ス
し
ま
す
。
系
統
沿
線
で
の
通
学
・
通

院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）
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圏

 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

県
北

 
医
大
経
由

 

二
本
松
線

 

福
島
駅
東
口
・
 

若
宮
二
丁
目

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
二
本
松
市
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行

し
て
Ｊ
Ｒ
東
北
本
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
移
動

を
支
え
て
い
る
ほ
か
、
福
島
県
立
医
科
大
学
附
属
病
院
を
経
由
し
て
お
り
、
通
院

等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
も
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
北

 
川
俣
高
校
線

 
福
島
駅
東
口
・
 

川
俣
高
校

 

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル

バ
ス
東
北

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
と
川
俣
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
川
俣
町
に
は
鉄

道
が
な
く
、
川
俣
町
か
ら
福
島
市
方
面
へ
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活

の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
北
、
 

相
双
・
 

い
わ
き

 

医
大
・
川
俣

 

経
由
南
相
馬

 

線
 

福
島
駅
東
口
・
 

原
町
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
福
島
市
・
川
俣
町
・
飯
館
村
・
南
相
馬
市
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線

で
あ
り
、
飯
舘
村
と
村
外
を
結
ぶ
唯
一
の
路
線
で
す
。
相
双
地
域
か
ら
福
島
県
立

医
科
大
学
附
属
病
院
や
大
原
綜
合
病
院
に
ア
ク
セ
ス
す
る
と
と
も
に
、
県
北
地
域

と
相
双
地
域
間
の
通
勤
・
通
学
等
の
移
動
手
段
と
し
て
も
利
用
さ
れ
て
い
る
重
要

な
路
線
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）
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圏
 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

県
中

 
船
引
線

 
郡
山
駅
前
・
 

船
引
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
・
三
春
町
・
田
村
市
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。

並
行
し
て
Ｊ
Ｒ
磐
越
東
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の

移
動
を
支
え
て
い
る
ほ
か
、
沿
線
に
三
春
町
立
三
春
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通

勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
令
和

7
年

1
0
月
～

 

三
春
線
に
統
合
予
定
）

 

県
中

 
三
春
線

 
郡
山
駅
前
・
 

田
村
警
察
署

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
と
三
春
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行
し
て
Ｊ
Ｒ
磐

越
東
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
三
春
町
か
ら
郡

山
市
方
面
へ
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 
斎
藤
経
由

 

三
春
線

 

郡
山
駅
前
・
 

田
村
警
察
署

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
と
三
春
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
三
春
町
南
部
に

は
鉄
道
が
な
く
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
三
春
町
か
ら
郡
山
市
方
面
へ

の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 
竜
崎
経
由

 

石
川
線

 

須
賀
川
駅
前
・
 

磐
城
石
川
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
・
玉
川
村
・
石
川
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
一
部

の
区
間
で
並
行
し
て
Ｊ
Ｒ
水
郡
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
石
川
町
や
玉
川
村
か
ら
須

賀
川
方
面
へ
の
通
院
利
用
等
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
移
動
を
支
え
て

い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 
蓬
田
線

 
郡
山
駅
前
・
 

上
蓬
田

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
と
平
田
村
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
平
田
村

に
は
鉄
道
が
な
く
、
平
田
村
か
ら
郡
山
市
方
面
へ
の
通
学
の
ほ
か
、
通
勤
・
通
院
等

の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求

め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
中

 
小
野
線

 
郡
山
駅
前
・
 

小
野
新
町
駅
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
と
小
野
町
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
並
行
し
て

Ｊ
Ｒ
磐
越
東
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
移
動
を
支

え
て
い
る
ほ
か
、
主
に
県
立
小
野
高
等
学
校
へ
の
通
学
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
中

 
古
道
線

 
船
引
駅
前
・
 

古
道
車
庫

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
田
村
市
常
葉
地
区
（
旧
常
葉
町
）
・
都
路
地
区
（
旧
都
路
村
）
と

同
市
街
地
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
常
葉
地
区
・
都
路
地
区
か
ら
の
通
学

の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て

運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
中

 
母
畑
経
由

 

石
川
線

 

須
賀
川
駅
前
・
 

石
川
営
業
所
前

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
・
玉
川
村
・
石
川
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
須
賀

川
方
面
へ
の
通
院
利
用
等
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
移
動
を
支
え
て
い

る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

 



 

87 

 

  

圏
 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

県
中

 

矢
田
野
経
由

 

長
沼
線
（
→

泉
田
経
由
長

沼
線
）

 

須
賀
川
駅
前
・
 

長
沼
車
庫

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
長
沼
地
区
（
旧
長
沼
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
長
沼
地
区
か
ら
の
通
学
、
通
院
等
の
日
常
生
活
の

移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
令
和

7
年

1
0
月
～

 

統
合
予
定
）

 

県
中

 
横
田
経
由

 

長
沼
線

 

須
賀
川
駅
前
・
 

長
沼
車
庫

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
長
沼
地
区
（
旧
長
沼
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
長
沼
地
区
か
ら
の
通
学
、
通
院
等
の
日
常
生
活
の

移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
令
和

7
年

1
0
月
～

 

統
合
予
定
）

 

県
中

 
木
の
崎
経
由

長
沼
線

 

須
賀
川
駅
前
・
 

長
沼
車
庫

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
長
沼
地
区
（
旧
長
沼
町
）
と
同
市
の
中
心
市
街
地
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
長
沼
地
区
か
ら
の
通
学
、
通
院
等
の
日
常
生
活
の

移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 
竜
生
線

 
須
賀
川
駅
前
・
 

竜
生

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
須
賀
川
市
・
鏡
石
町
・
天
栄
村
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
天
栄

村
に
は
鉄
道
が
な
く
、
天
栄
村
か
ら
鏡
石
町
や
須
賀
川
市
方
面
へ
の
通
勤
・
通
学
・

通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維

持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
中

 
竹
貫
田
線

 
石
川
町
役
場

 

・
竹
貫
田
車
庫

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
石
川
町
・
古
殿
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
古
殿
町
に
は
鉄

道
が
な
く
、
古
殿
町
か
ら
石
川
町
方
面
へ
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の

移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 
仁
田
線

 
石
川
町
役
場

 

・
仁
田

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
石
川
町
・
古
殿
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
古
殿
町
に
は
鉄

道
が
な
く
、
古
殿
町
か
ら
石
川
町
方
面
へ
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の

移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）
令
和

7
年

1
0
月
～

 

県
中

 
石
川
・
蓬
田
線

 
磐
城
石
川
駅

前
・
清
水
内

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
石
川
町
・
平
田
村
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
学
校
法
人

石
川
高
等
学
校
や
県
立
石
川
高
等
学
校
へ
の
通
学
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

県
中

 
小
野
・
石
川
線

 

小
野
新
町
駅

 

前
・
石
川
営
業

 

所
前

 

福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
小
野
町
・
平
田
村
・
玉
川
村
・
石
川
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で

す
。
平
田
村
に
は
鉄
道
が
な
く
、
平
田
村
か
ら
小
野
町
や
石
川
町
方
面
へ
の
通
勤
・

通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運

行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
中

 

南
タ
ウ
ン
・
 

向
陽
台
団
地

 

線
 

郡
山
駅
前
・
 

季
の
郷

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
郡
山
市
と
須
賀
川
市
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
須
賀
川

市
向
陽
町
や
郡
山
市
安
積
町
か
ら
郡
山
市
の
中
心
市
街
地
へ
の
通
学
・
通
勤
や

買
い
物
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の

維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助
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圏

 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

県
中
、
 

相
双
・

い
わ
き

 

移
経
由

 

葛
尾
線

 

船
引
駅
前
・
 

落
合

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
葛
尾
村
と
田
村
市
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
葛
尾
村

か
ら
田
村
市
方
面
（
県
立
船
引
高
等
学
校
等
）
へ
の
通
学
や
買
い
物
等
の
日
常

生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ

ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

県
中
、
 

相
双
・

い
わ
き

 

船
引
・
川
内
線

 
船
引
駅
前
・
 

ゆ
ふ
ね

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
田
村
市
と
川
内
村
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
川
内
村

か
ら
田
村
市
方
面
（
県
立
船
引
高
等
学
校
等
）
へ
の
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活

の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

県
中
、
 

相
双
・

い
わ
き

 

川
内
～
小
野
～

上
三
坂
線

 

ゆ
ふ
ね
・
 

上
三
坂

 
新
常
磐
交
通

 

当
該
系
統
は
、
川
内
村
・
田
村
市
・
小
野
町
・
い
わ
き
市
（
三
和
町
上
三
坂
地

区
）
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
あ
り
、
川
内
村
と
小
野
町
を
結
ぶ
唯
一
の
路
線
で
す
。

川
内
村
か
ら
小
野
町
方
面
（
県
立
小
野
高
等
学
校
等
）
へ
の
移
動
手
段
と
し
て
利

用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

県
中
、
 

県
南

 

新
白
河
・
 

石
川
線

 

新
白
河
駅
・
 

石
川
町
役
場

 
福
島
交
通

 

当
該
系
統
は
、
西
郷
村
・
白
河
市
・
中
島
村
・
石
川
町
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路

線
で
す
。
主
に
白
河
市
方
面
（
県
立
白
河
高
等
学
校
等
）
へ
の
通
学
に
利
用
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

県
南

 
白
棚
線

 
祖
父
岡
・
白
河

駅
 

ジ
ェ
イ
ア
ー
ル

 

バ
ス
関
東

 

当
該
系
統
は
、
白
河
市
と
棚
倉
町
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
白
河
市
（
県

立
白
河
高
等
学
校
等
）
及
び
棚
倉
町
（
県
立
修
明
高
等
学
校
）
方
面
へ
の
通
学
に

利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
運
行
の
維
持
が
求
め

ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助
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圏
 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

会
津

 
喜
多
方
・
 

坂
下
線

 

有
隣
病
院
前
・
 

坂
下
厚
生
病

院
前

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
喜
多
方
市
と
会
津
坂
下
町
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。

系
統
沿
線
に
は
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
主
に
通
学
や
通
院
に
利
用
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実
施
計
画
に
よ
り
路
線
再
編
し
た
地

域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
坂
下
・
 

柳
津
線

 

坂
下
営
業
所
・

柳
津
ふ
れ
あ

い
館

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
坂
下
町
と
柳
津
町
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
並

行
し
て
Ｊ
Ｒ
只
見
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
系
統
沿
線
に
学
校
や
坂
下
厚
生
総
合
病

院
が
立
地
し
て
お
り
、
鉄
道
駅
か
ら
離
れ
た
地
域
住
民
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の

日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求

め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実
施
計
画
に
よ
り
路
線
再

編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
本
郷
循
環
線

 
若
松
駅
前
・
 

若
松
駅
前

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
と
会
津
美
里
町
本
郷
地
域
（
旧
会
津
本
郷
町
）
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
系
統
沿
線
に
は
行
政
施
設
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、

通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実

施
計
画
に
よ
り
路
線
再
編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
永
井
野
線

 
若
松
駅
前
・
 

永
井
野

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
と
会
津
美
里
町
高
田
地
域
（
旧
会
津
高
田
町
）
間

を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
系
統
沿
線
に
は
行
政
施
設
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、

通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実

施
計
画
に
よ
り
路
線
再
編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
河
東
・
湊
線

 
西
若
松
駅
東

口
・
高
坂

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
と
同
市
河
東
地
域
（
旧
河
東
町
）
・
湊
地
域
間
を

結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
系
統
沿
線
に
は
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通

学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行

を
維
持
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実

施
計
画
に
よ
り
路
線
再
編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
坂
下
線

 

若
松
駅
前
・
 

坂
下
厚
生
病

院
 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
と
湯
川
村
・
会
津
坂
下
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で

す
。
系
統
沿
線
に
は
学
校
や
病
院
が
立
地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日

常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
を
維
持
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利
便
増
進
実
施
計
画
に
よ
り
路

線
再
編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）
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圏

 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

会
津

 
塩
川
・
 

喜
多
方
線

 

西
若
松
駅
東

口
・
喜
多
方
駅

前
 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
・
湯
川
村
・
喜
多
方
市
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。

並
行
し
て
Ｊ
Ｒ
磐
越
西
線
が
運
行
し
て
い
ま
す
。
系
統
沿
線
に
は
学
校
や
病
院
が
立

地
し
て
お
り
、
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生
活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
（
会
津
圏
域
地
域
公
共
交
通
利

便
増
進
実
施
計
画
に
よ
り
路
線
再
編
し
た
地
域
間
幹
線
系
統
）

 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

（
利
便
増
進
特
例
を
活

用
）

 

会
津

 
北
会
津
線

 
若
松
駅
前
・
 

下
荒
井

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
会
津
若
松
市
北
会
津
地
域
（
旧
北
会
津
村
）
と
同
市
の
中
心
市

街
地
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
地
域
住
民
の
通
勤
・
通
学
・
通
院
等
の
日
常
生

活
の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助

 

会
津

 
猪
苗
代
・
 

裏
磐
梯
線

 

猪
苗
代
駅
・
 

裏
磐
梯
高
原
駅

 

会
津
乗
合
自

 

動
車

 

当
該
系
統
は
、
猪
苗
代
町
と
北
塩
原
村
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
主

に
北
塩
原
村
方
面
か
ら
の
通
学
・
通
院
等
の
ほ
か
、
多
客
期
に
お
け
る
Ｊ
Ｒ
猪
苗
代

駅
か
ら
裏
磐
梯
方
面
へ
の
観
光
客
の
移
動
手
段
と
し
て
も
重
要
な
役
割
を
有
し
て

お
り
、
沿
線
地
域
の
生
活
や
観
光
振
興
を
図
る
上
で
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助
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圏

 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

南
会
津

 
檜
枝
岐
線

 

会
津
田
島
駅
・

檜
枝
岐
中
土
合

公
園
前

 

会
津
乗
合
自

動
車

 

当
該
系
統
は
、
南
会
津
町
と
檜
枝
岐
村
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
桧

枝
岐
村
方
面
か
ら
の
通
院
等
で
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
日
常
生
活
の
移
動
手

段
と
し
て
の
ほ
か
、
会
津
鉄
道
会
津
田
島
駅
か
ら
の
観
光
客
の
移
動
手
段
と
し
て

も
重
要
な
役
割
を
有
し
て
お
り
、
沿
線
地
域
の
生
活
や
観
光
振
興
を
図
る
上
で
運

行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

地
域
間
幹
線
系
統
補
助
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圏

 
域

 
路
線
名

 
起
点
・
終
点

 
事
業
者
名

 
各
路
線
の
役
割
及
び
確
保
・
維
持
の
必
要
性
（
補
助
事
業
活
用
の
必
要
性
）

 
補
助
事
業
の
活
用
区
分

 

相
双
・
 

い
わ
き

 

（
急
行
）
い
わ

き
～
富
岡
線

 

い
わ
き
駅
前
・
 

富
岡
駅
前

 
新
常
磐
交
通

 

当
該
系
統
は
、
い
わ
き
市
と
富
岡
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
主
に
い
わ
き

市
や
富
岡
町
か
ら
広
野
町
方
面
（
ふ
た
ば
未
来
学
園
高
等
学
校
等
）
へ
の
通
学

の
移
動
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
て
お
り
、
い
わ
き
市
久
之
浜
地
区
で
は
唯
一
の
路

線
バ
ス
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

相
双
・
 

い
わ
き

 

川
内
～

 

富
岡
線

 

車
庫
前
・
 

富
岡
駅

 
新
常
磐
交
通

 

当
該
系
統
は
、
川
内
村
と
富
岡
町
間
を
結
ぶ
唯
一
の
バ
ス
路
線
で
す
。
川
内
村

か
ら
富
岡
町
方
面
（
県
立
ふ
た
ば
未
来
学
園
等
）
に
ア
ク
セ
ス
す
る
た
め
の
重
要

な
公
共
交
通
で
あ
る
た
め
、
移
動
ニ
ー
ズ
に
見
合
っ
た
運
行
と
な
る
改
善
を
図
り

つ
つ
、
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

相
双
・
 

い
わ
き

 

富
岡
～
浪
江

線
 

富
岡
駅
前
・
 

Ｆ
Ｈ
２
Ｒ

 
新
常
磐
交
通

 

当
該
系
統
は
、
富
岡
町
と
浪
江
町
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
沿
線
に
は
福
島

水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
フ
ィ
ー
ル
ド
（
Ｆ
Ｈ
２
Ｒ
）
が
立
地
し
、
復
興
途
上
に
あ
る
浜

通
り
地
方
（
双
葉
郡
）
の
復
興
進
展
に
伴
う
移
動
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
等
を
見
据
え

な
が
ら
運
行
の
維
持
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

相
双
・
 

い
わ
き

 

双
葉
・
浪
江
～

南
相
馬
線

 

双
葉
駅
前
・
 

ジ
ャ
ス
モ
ー
ル

 

南
相
馬

 

東
北
ア
ク
セ
ス

 

当
該
系
統
は
、
双
葉
町
・
浪
江
町
・
南
相
馬
市
間
を
結
ぶ
バ
ス
路
線
で
す
。
避
難

地
域
（
双
葉
町
及
び
浪
江
町
）
の
住
民
が
日
常
生
活
に
お
い
て
通
院
・
買
物
等
の

広
域
移
動
を
す
る
た
め
の
基
盤
と
し
て
、
令
和
５
年
１
０
月
か
ら
実
証
運
行
を
行
う

も
の
で
す
。
 

被
災
地
域
地
域
間
幹
線

系
統
補
助

 

（
被
災
地
特
例
対
象
）

 

（
令
和

7
年

1
0
月
～

 

廃
止
予
定
）
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４－３ 事業の実施スケジュール 

各種事業は計画期間内において以下のスケジュールでの実施を予定します。 

なお、事業実施に向けた検討を進める上で、各種事情により予定と大きく異なる場合には、福島県地

域公共交通活性化協議会で協議を行い、事業実施可能なスケジュールへと柔軟に調整を図ります。 
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５．計画の推進及び評価方法 
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５－１ 計画の推進体制 

本計画の推進に当たっては、福島県地域公共交通活性化協議会及び同協議会地域部会において、

定期的に進捗状況の確認を行うとともに、目標に対する評価指標などの検証・モニタリングなどを行い、

必要に応じて改善策を検討します。 

また、各圏域の具体的な事項に係る検討などに当たっては、各地域部会において、協議・調整を行い、

本計画に示す各事業を着実に推進します。 

 

５－２ ＰＤＣＡサイクルによる評価・検証 

本計画は、計画策定（Ｐｌａｎ）、施策・事業の実施（Ｄｏ）、モニタリング・評価（Ｃｈｅｃｋ）、見直し・改善

（Ａｃｔｉｏｎ）を繰り返すＰＤＣＡサイクルの考え方により推進していきます。 

毎年度の施策・事業の実施・評価・見直しという短期のＰＤＣＡサイクルと、計画期間を通しての長期

のＰＤＣＡサイクルにより、計画の推進及び進捗管理を行っていきます。 

 

【毎年度の短期のＰＤＣＡサイクル及び、計画期間を通しての長期のＰＤＣＡサイクル】 

 

 

【年間のスケジュール（案）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



96 

参考資料 
  



 

97 

１ 策定の経緯 

（１）策定体制 

福島県地域公共交通活性化協議会構成員（令和６年（２０２３年）３月現在） 

№ 区 分 団体名 役 職 備 考 

１ 

地方公共団体 

福島県（生活環境部） 生活交通課長 会長 

２ 福島市 交通政策課長  

３ 会津若松市 地域づくり課長  

４ 郡山市 総合交通政策課長  

５ いわき市 
参事兼総合交通対策

担当課長 
 

６ 白河市 参事兼生活防災課長  

７ 須賀川市 企画政策課長  

８ 喜多方市 地域振興課長  

９ 相馬市 企画政策課長  

１０ 二本松市 秘書政策課長  

１１ 田村市 企画調整課長  

１２ 南相馬市 部次長兼企画課長  

１３ 川俣町 政策推進課長  

１４ 南会津町 総合政策課長  

１５ 猪苗代町 参事兼企画財務課長  

１６ 会津坂下町 政策財務課長  

１７ 石川町 企画商工課長  

１８ 富岡町 産業振興課長  

１９ 

公共交通事業者等 

公益社団法人福島県バス協会 会長  

２０ 一般社団法人福島県タクシー協会 会長  

２１ 福島交通株式会社 代表取締役社長  

２２ 会津乗合自動車株式会社 代表取締役社長  

２３ 新常磐交通株式会社 代表取締役  

２４ ジェイアールバス東北株式会社 代表取締役社長  

２５ ジェイアールバス関東株式会社 代表取締役社長  

２６ 東北アクセス株式会社 代表取締役  

２７ 
東日本旅客鉄道株式会社東北本

部 
企画部長  

２８ 
道路管理者 

国土交通省東北地方整備局福島

河川国道事務所 
副所長  

２９ 福島県（土木部） 道路計画課長  

３０ 
公安委員会 

福島県警察本部 交通企画課長  

３１ 福島県警察本部 交通規制課長  
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№ 区 分 団体名 役 職 備 考 

３２ 

地域公共交通の利

用者 

福島県ＰＴＡ連合会 会長  

３３ 福島県ＰＴＡ高等学校連合会 会長  

３４ 
福島県商工会連合会女性部連合

会 
副会長  

３５ 
日本労働組合総連合会福島県連

合会 
事務局長  

３６ 
公益財団法人福島県観光物産交

流協会 
理事長  

３７ 
社会福祉法人福島県社会福祉協

議会 
事務局長  

３８ 学識経験者 
国立大学法人福島大学経済経営

学類 
准教授 副会長 

３９ 

その他当該地方公

共団体が必要と認め

る者 

国土交通省東北運輸局福島運輸

支局 
首席運輸企画専門官  

 

福島県地域公共交通活性化協議会地域部会構成員（令和６年（２０２３年）３月現在） 

№ 地域部会名 団体名 役 職 備 考 

１ 

県北地域部会 

福島県（生活環境部） 生活交通課長 会長 

２ 福島市 交通政策課長  

３ 二本松市 秘書政策課長  

４ 伊達市 
生活環境課長兼消費

生活センター長 
 

５ 本宮市 次長兼生活環境課長  

６ 桑折町 生活環境課長  

７ 国見町 住民防災課長  

８ 川俣町 政策推進課長  

９ 大玉村 政策推進課長  

１０ 福島交通株式会社 代表取締役社長  

１１ ジェイアールバス東北株式会社 代表取締役社長  

１２ 阿武隈急行株式会社 代表取締役社長  

１３ 県北地方振興局 県民環境部長  

１４ 県北建設事務所 企画管理部長  

１５ 
国土交通省東北運輸局福島運輸

支局 
首席運輸企画専門官 副会長 
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№ 地域部会名 団体名 役 職 備 考 

１ 

県中・県南地域部会 

福島県（生活環境部） 生活交通課長 会長 

２ 郡山市 総合交通政策課長  

３ 須賀川市 企画政策課長  

４ 田村市 企画調整課長  

５ 鏡石町 総務課長  

６ 天栄村 企画政策課長  

７ 石川町 企画商工課長  

８ 玉川村 企画政策課長  

９ 平田村 企画商工課長  

１０ 浅川町 総務課長  

１１ 古殿町 総務課長  

１２ 三春町 住民課長  

１３ 小野町 企画政策課長  

１４ 白河市 参事兼生活防災課長  

１５ 西郷村 参事兼企画政策課長  

１６ 泉崎村 総務課長  

１７ 中島村 住民生活課長  

１８ 矢吹町 まちづくり推進課長  

１９ 棚倉町 産業振興課長  

２０ 矢祭町 町民福祉課長  

２１ 塙町 まち振興課長  

２２ 鮫川村 村づくり推進室長  

２３ 福島交通株式会社 代表取締役社長  

２４ ジェイアールバス関東株式会社 代表取締役社長  

２５ 県中地方振興局 県民環境部長  

２６ 県南地方振興局 県民環境部長  

２７ 県中建設事務所 企画管理部長  

２８ 県南建設事務所 企画管理部長  

２９ 
国土交通省東北運輸局福島運輸

支局 
首席運輸企画専門官 副会長 
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№ 地域部会名 団体名 役 職 備 考 

１ 

会津・南会津地域部

会 

福島県（生活環境部） 生活交通課長 会 長 

２ 会津若松市 地域づくり課長  

３ 喜多方市 地域振興課長  

４ 北塩原村 総務企画課長  

５ 西会津町 町民税務課長  

６ 磐梯町 政策課長  

７ 猪苗代町 参事兼企画財務課長  

８ 会津坂下町 政策財務課長  

９ 湯川村 総務課長  

１０ 柳津町 総務課長  

１１ 三島町 総務課長  

１２ 金山町 総務課長  

１３ 昭和村 総務課長  

１４ 会津美里町 政策財政課長  

１５ 下郷町 総合政策課長  

１６ 檜枝岐村 総務課長  

１７ 只見町 交流推進課長  

１８ 南会津町 総合政策課長  

１９ 会津乗合自動車株式会社 代表取締役社長  

２０ 会津鉄道株式会社 代表取締役社長  

２１ 会津地方振興局 県民環境部長  

２２ 南会津地方振興局 県民環境部長  

２３ 会津若松建設事務所 企画管理部長  

２４ 喜多方建設事務所 企画管理部長  

２５ 南会津建設事務所 企画管理部長  

２６ 
国土交通省東北運輸局福島運輸

支局 
首席運輸企画専門官 副会長 
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№ 地域部会名 団体名 役 職 備 考 

１ 

相双・いわき地域部

会 

福島県（生活環境部） 生活交通課長 会長 

２ 相馬市 企画政策課長  

３ 南相馬市 部次長兼企画課長  

４ 広野町 復興企画課長  

５ 楢葉町 政策企画課長  

６ 富岡町 産業振興課長  

７ 川内村 総務課長  

８ 大熊町 企画調整課長  

９ 双葉町 復興推進課長  

１０ 浪江町 企画財政課長  

１１ 葛尾村 住民生活課長  

１２ 新地町 企画振興課長  

１３ 飯舘村 村づくり推進課長  

１４ いわき市 
参事兼総合交通対策

担当課長 
 

１５ 福島交通株式会社 代表取締役社長  

１６ 新常磐交通株式会社 代表取締役  

１７ 東北アクセス株式会社 代表取締役  

１８ 相双地方振興局 県民環境部長  

１９ いわき地方振興局 県民部長  

２０ 相双建設事務所 企画管理部長  

２１ いわき建設事務所 企画管理部長  

２２ 
国土交通省東北運輸局福島運輸

支局 
首席運輸企画専門官 副会長 
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（２）策定までの経緯 

令和４年度（２０２２年度） 

回 数 協議会 
地 域 部 会 

県北 県中・県南 会津・南会津 相双・いわき 

第１回 Ｒ５年３月９日     

令和５年度（２０２３年度） 

回 数 協議会 
地 域 部 会 

県北 県中・県南 会津・南会津 相双・いわき 

第１回 Ｒ５年７月７日 Ｒ５年６月２８日 Ｒ５年６月２７日 Ｒ５年６月２６日 Ｒ５年６月２８日 

第２回 Ｒ５年１１月２日 Ｒ５年９月２９日 Ｒ５年９月２８日 Ｒ５年９月２７日 Ｒ５年９月２９日 

第３回 Ｒ６年１月１１日 Ｒ５年１０月２４日 Ｒ５年１０月２５日 Ｒ５年１０月２６日 Ｒ５年１０月２４日 

第４回 Ｒ６年３月２１日 Ｒ５年１２月２５日 Ｒ５年１２月２５日 Ｒ５年１２月２６日 Ｒ５年１２月２６日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島県地域公共交通計画 令和６年（２０２４年）３月 

事務局：福島県生活環境部生活交通課 


